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予算編成の基本的な考え方 
 
笠間市の平成２９年度予算編成において，まず歳入について，経済状況の好転によ

る市民税の増や新築家屋の増加による固定資産税の増が見込まれることから，市税全

体では増額になると見込んでいます。 

市税とともに歳入の根幹をなす地方交付税について，本市においては平成２８年度

から合併による特例加算が段階的に減少となり，また国の財政計画における地方交付

税総額は今年度と比較してやや減額（２．２％減）となる見込みではありますが，こ

れまでの実績を踏まえ前年同と見込んでいます。 

歳出については，障害者自立支援給付事業など社会保障関係経費や公債費の増加が

見込まれるとともに，公共施設の維持・更新等に多額の経費が必要となっていること

から，財政状況は依然として厳しい状況となっています。 

このようなことから，予算編成方針の基本的な考え方として，限られた貴重な財源

を有効活用するため，「優先度が高い事業に重点を置いた予算配分」「新たな財源の確

保」「政策効果の高い事業に転換」により，効率的で実効性の高い行政運営を目指し，

全部署において可能な限り経費の見直しを図りながら，重点的な課題への新たな取り

組みを積極的に進めることとしました。その取り組みとして，今年度は，笠間市創生

総合戦略で掲げる，「笠間ブランドの確立に向けた ひと・まち・もの（産業）づく

り」を重点課題とし，以下の３点をテーマとして予算編成しました。 

  
１．地域の特性を生かした産業の成長促進 

２．結婚，子育て，働く，学ぶことへの希望の実現 

３．市民及び経済活動を活性化する基盤整備と活用の促進 

 

今年度の特徴的な事業内容としては，新規立地企業への支援補助金やものづくり作

家創業補助金の創設，空き家の有効活用による定住化促進や，働き方改革，事務効率

化や経費削減に向けた議会運営及び庁内におけるＩＣＴ化推進事業，多様な働き方を

支援する女性活躍応援事業，そして，子育て環境の整備として，病後児保育事業や新

たな児童クラブの整備，みなみ学園義務教育学校へのタブレット配置によるＩＣＴ教

育の推進など，人々が活き活きと輝く環境や社会づくりに向けての施策を打ち出して

いきます。 
一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策として，笠間市第 2次総合計

画のビジョンである笠間市の将来像「文化交流都市 笠間」を目指し，限られた財源

を有効に活用しながら，財政運営に努めてまいります。 
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第１ 平成２９年度 予算概要 

 
平成２９年度笠間市の予算規模（一般会計，特別会計及び企業会計予算の合計）は   

５６，０７４，６６６千円であり，前年度と比較すると１，１０２，６２７千円 
（２．０％）の増となっています。 
 
 

  
【 平 成 ２ ９ 年 度 予 算 状 況 】 

（単位：千円，％） 

平成２９年度 平成２８年度 比 較 

会 計 名 

予算額 予算額 

比較増減額 

増減率 

一 般 会 計 30,950,000 30,450,000 500,000 1.6

特 別 会 計 20,533,520 20,547,320 ▲13,800 ▲ 0.1

企 業 会 計  4,591,146 3,974,719 616,427 15.5

 （収益的支出） 2,638,373 2,585,790 52,583 2.0

 （資本的支出） 1,952,773 1,388,929 563,844 40.6

合    計 56,074,666 54,972,039 1,102,627 2.0
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 【平成２９年度会計別予算状況】 

      

    (単位：千円,％)

会  計  名 
平成２９年度 

予算額 

平成２８年度

予算額 
比較増減額 

比 較 

増減率 

一 般 会 計 30,950,000 30,450,000 500,000 1.6

特 別 会 計 20,533,520 20,547,320 ▲13,800 ▲0.1

国民健康保険特別会計 10,233,000 10,198,000 35,000 0.3

後期高齢者医療特別会計 743,000 710,000 33,000  4.6

介 護 保 険 特 別 会 計 6,252,000 6,160,000 92,000 1.5

介護サービス事業特別会計 19,200 27,000 ▲7,800  ▲28.9

公共下水道事業特別会計 2,488,000 2,753,000 ▲265,000 ▲9.6

農業集落排水事業特別会計 753,000 654,000 99,000 15.1

 
 

岩 間 駅 東 土 地 区 画 
整 理 事 業 特 別 会 計 45,320 45,320 0 0.0

企 業 会 計 4,591,146 3,974,719 616,427 15.5

 病 院 事 業 会 計 2,145,402 1,463,497 681,905 46.6

 収益的支出 772,000 722,000 50,000 6.9

 

 

資本的支出 1,373,402 741,497 631,905 85.2

 水 道 事 業 会 計 2,416,613 2,482,228 ▲ 65,615 ▲ 2.6

 収益的支出 1,837,242 1,834,796 2,446 0.1

 

 

資本的支出 579,371 647,432 ▲ 68,061 ▲ 10.5

 工 業 用 水 道 事 業 会 計 29,131 28,994 137 0.5

 収益的支出 29,131 28,994 137 0.5

 

 

資本的支出 0 0 0 0

合    計 56,074,666 54,972,039 1,102,627 2.0
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第２ 平成２９年度 予算の状況 

 

１ 一 般 会 計 

 

（１） 概 要  

平成２９年度の一般会計の予算額は，３０，９５０，０００千円で，前年度と比較  

すると５００，０００千円（１．６％）の増となっています。 

 
 

【平成２９年度一般会計予算状況】 

   (単位：千円,％)

会計名 
平成２９年度 

予算額 

平成２８年度 

予算額 
比較増減額 

比 較 

増減率 

一 般 会 計 30,950,000 30,450,000 500,000 1.6

 

 

（２） 歳 入 

歳入の主なものを款別にみると，市税９，０３９，７７９千円（対前年度比３．９％

増），地方交付税５，８００，０００千円（同０．０％），国・県支出金６，６４８，３

８１千円（同３．９％増），繰入金２，３３９，４７６円（同３１.０％増），市債３，

４４６，８００千円（同１５．４％減）となっています。 

歳入を自主財源と依存財源に大別すると，自主財源（市税，分担金及び負担金，使用

料 及 び 手 数 料 ， 財 産 収 入 な ど 市 が 自 ら の 権 限 で 収 入 で き る 財 源 ） は       

１３，０７７，５９３千円で，前年度と比較すると７．２％増加し，歳入全体の４２．

３％（対前年度比２．２％増）となっています。これに対し，依存財源（国・県支出金，

地方譲与税，地方特例交付金，地方交付税，市債など市が自らの権限で収入できない財

源）は１７，８７２，４０７千円で，前年度より２．１％減少し，歳入全体の５７．７％

（対前年度比２．２％減）となっています。 
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【平成２９年度一般会計款別歳入予算状況】 

      （単位：千円,％）

平成２９年度 平成２８年度 
款 

予算額 構成比 予算額 構成比 
比較増減額 

比 較 

増減率 

1 市 税 9,039,779 29.2 8,701,492 28.6 338,287 3.9

2 地 方譲与 税 299,510 1.0 305,000 1.0 ▲ 5,490 ▲ 1.8

3 利子割交付金 10,756 0.0 10,713 0.0 43 0.4

4 配当割交付金 57,979 0.2 60,711 0.2 ▲ 2,732 ▲ 4.5

5 
株 式等譲 渡 
所得割交付金 

44,952 0.2 43,717 0.1 1,235 2.8

6 
地 方 消 費 
税 交 付 金 

1,253,629 4.1 1,253,539 4.1 90 0.0

7 
ゴルフ場利用 
税 交 付 金 

199,000 0.6 202,000 0.7 ▲ 3,000 ▲ 1.5

8 
自 動車取 得 
税 交 付 金 

61,000 0.2 62,436 0.2 ▲ 1,436 ▲ 2.3

9 
地 方 特 例 
交 付 金 

39,700 0.1 34,553 0.1 5,147 14.9

10 地 方交付 税 5,800,000 18.7 5,800,000 19.1 0 0.0

11 
交通安全対策 
特 別交付 金 

10,700 0.0 11,000 0.0 ▲ 300 ▲ 2.7

12 
分 担金及 び 
負 担 金 

274,703 0.9 263,746 0.9 10,957 4.2

13 
使 用料及 び 
手 数 料 

274,163 0.9 278,086 0.9 ▲ 3,923 ▲ 1.4

14 国 庫支出 金 4,459,659 14.4 4,194,269 13.8 265,390 6.3

15 県 支 出 金 2,188,722 7.1 2,202,228 7.2 ▲ 13,506 ▲ 0.6

16 財 産 収 入 54,849 0.2 63,159 0.2 ▲ 8,310 ▲ 13.2

17 寄 附 金 33,302 0.1 35,302 0.1 ▲ 2,000 ▲ 5.7

18 繰 入 金 2,339,476 7.6 1,786,154 5.9 553,322 31.0

19 繰 越 金 250,000 0.8 250,000 0.8 0 0.0

20 諸 収 入 811,321 2.6 817,695 2.7 ▲ 6,374 ▲ 0.8

21 市 債 3,446,800 11.1 4,074,200 13.4 ▲ 627,400 ▲ 15.4

歳入合計 30,950,000 100.0 30,450,000 100.0 500,000 1.6

自主財源 13,077,593 42.3 12,195,634 40.1 881,959 7.2

依存財源 17,872,407 57.7 18,254,366 59.9 ▲ 381,959 ▲ 2.1
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ア 市 税 

市税の平成２９年度予算額は９，０３９，７７９千円で，歳入総額に占める割合は  

２９.２％（前年度２８．６％）となっています。前年度予算額と比較すると３３８，

２８７千円（３．９％）の増となっています。 
これは，新築家屋等の増加による固定資産税の増が見込まれることや前年度の実績を

踏まえて，市税全体では増収を見込んでいます。 
 

イ 地方交付税 

 地方交付税の平成２９年度予算額は前年同額の５，８００，０００千円を計上してお

ります。これは，平成２８年から合併による特例加算が段階的に減少していきますが，

前年度の実績を考慮し，地方財政計画では前年度とほぼ同程度と見込んでいることから

前年同と見込んでいます。 
 

ウ 国・県支出金 

国・県支出金の平成２９年度予算額は６，６４８，３８１千円であり，歳入総額に占

める割合は２１．５％（前年度２１．０％）となっています。また，前年度予算額と比

較すると２５１，８８４千円（３．９％）の増となっています。臨時福祉給付金給付事

業費補助金の２１０，０００千円（１４５．４％）が主な増要因となっています。 
 

エ 繰入金 

繰入金の平成２９年度予算額は２，３３９，６６７千円で，歳入総額に占める割合は  

７.６％（前年度５．９％）となっており，前年度予算額と比較すると，５５３，３２

２千円（３１.０％）の増となっています。これは，新規立地企業への支援補助金の増

により企業立地促進基金繰入金が５０３，６００千円の大幅増，市債の償還に充当する

減債基金繰入金が１４２，２２３千円（３３９．１％）の増となったためです。  
 

エ 市 債 

 市債の平成２９年度予算額は３，４４６，８００千円であり，歳入総額に占める割合

は１１．１％（前年度１３．４％）となっています。また，前年度予算額と比較すると

６２７，４００千円（▲１５．４％）の減となっています。主な減要因としては，いな

だこども園建設事業終了による認定こども園整備事業債が６０１，５００千円の減（皆

減）や，笠間中学校武道場建設事業債の２４４，６０６千円（皆減）の減となっていま

す。 
平成２９年度の発行にあたっては，笠間公民館のリニューアル，幹線道路整備，地域

医療センター整備，市民センターいわまの改修，地域交流センター整備などに充てる合

併特例債２，００６，８００千円，普通交付税の代替措置である臨時財政対策債１，４

４０，０００千円を計上しました。 
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（３） 歳 出 

ア 歳出予算の款別（目的別）内訳 

歳出予算を款別（目的別）に分類してみると，最も構成比率が高いのは民生費で   

３４．５％，次いで総務費１２．２％，教育費１０．７％，土木費１０．４％，公債費

１０．３％となっています。 

民生費における主な増減要因としては，臨時福祉給付金事業が前年度と比べ，１３２，

５５２千円（１４５．４％）増となっていることや，子ども子育て新制度への移行に伴

う民間認定こども園への入園負担金が１１１,９６２千円（１９．２％）の増，障害者

自立支援給付費が１０６，７９７千円（７.８％）の増，生活保護費が８７，９７４千

円（７．６％）の増となっているなど，各種社会保障関係費である経常的費用が増と

なっているものの，認定こども園整備事業（稲田地区）が前年度と比べ６６９，１２４

千円（皆減）減や，児童クラブ整備事業が２０８，０８６千円（▲８５．７％）減など

の施設整備による臨時的事業が終了したことにより，総額では，前年度予算額と比べ３

４８，８７１千円（▲３．２％）減の１０，６７５，８６９千円となっています。 

また，総務費における主な増減理由としては，地域交流センター整備事業（友部地区）

の終了による４９２，０９２千円（皆減）の減，不動産鑑定委託や家屋図整備業務委託

を含む固定資産評価替準備事務が６５，１７０千円（▲９５．４％）減となった一方で，

新規設立法人への企業立地促進補助金助成である企業立地促進事業が５０３，６００千

円が大幅増となったことにより，総額では，３６２，０１８千円（１０・６％）増の３，

７６８，７９２千円となっています。 
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次に，教育費における増減要因としては，市民球場電光掲示板整備による１９４，１

４０千円（１，９４１．４％）増，笠間公民館リニューアル事業１８２，７５１千円（５

８．４％）増などにより，総額では，５８，１２０千円（１．８％）増となっています。 
 
 

【平成２９年度一般会計款別歳出予算状況】 

        

    （単位：千円,％）

平成２９年度 平成２８年度 
款 

予算額 構成比 予算額 構成比 
比較増減額 

比 較 

増減率 

1 議 会 費 272,641 0.9 267,108 0.9 5,533 2.1

2 総 務 費 3,768,792 12.2 3,406,774 11.2 362,018 10.6

3 民 生 費 10,675,869 34.5 11,024,740 36.2 ▲348,871 ▲3.2

4 衛 生 費 3,033,005 9.8 2,899,392 9.5 133,613 4.6

5 農林水産業費 1,092,679 3.5 1,021,542 3.3 71,137 7.0

6 商 工 費 515,050 1.7 446,456 1.5 68,594 15.4

7 土 木 費 3,230,820 10.4 3,239,844 10.6 ▲9,024 ▲0.3

8 消 防 費 1,421,836 4.6 1,419,707 4.7 2,129 0.1

9 教 育 費 3,319,712 10.7 3,261,592 10.7 58,120 1.8

10 災 害復旧 費 2 0.0 2 0.0 0 0.0

11 公 債 費 3,184,723 10.3 3,042,732 10.0 141,991 4.7

12 諸 支 出 金 404,871 1.3 390,111 1.3 14,760 3.8

13 予 備 費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

歳出合計 30,950,000 100.0 30,450,000 100.00 500,000 1.6
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なお，款別の主な内容は次のとおりです。 

款 別 主    な    内    容 

議  会  費 市議会議員報酬，議会の開催費，議会運営費等に関する経費 

総  務  費 

庁舎の維持管理費，企画費，財産管理費，公平委員会費，戸籍等に関

する経費，徴税費，広報広聴費，交通安全対策費，選挙費，統計調査

費，監査委員費等に関する経費 

民  生  費 
社会福祉，障害者福祉，高齢者福祉・医療福祉費，児童福祉，国民年

金費，生活援護等に関する経費 

衛  生  費 

予防接種・生活習慣病対策などの予防費，母子保健事業及び保健セン

ター運営費，環境衛生費，塵芥処理費，し尿処理費，ごみ対策費，公

害等に関する経費 

農林水産業費 

農業委員会費，土地改良事業費，水田農業推進費，農産物生産振興対

策費，農産物ブランド化推進費，畜産対策費，農業団体への支援費並

びに林業の振興費等に関する経費 

商  工  費 
中小企業に対する融資，雇用に関する助成，観光振興費，観光施設費

等に関する経費 
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土  木  費 
道路，河川，公営住宅，下水道，都市公園などの整備・管理費等に関

する経費 

消  防  費 常備・非常備消防や消防防災施設整備等に関する経費 

教  育  費 

小・中学校の整備・管理費，幼稚園の整備・管理費，生涯学習・公民

館，図書館運営を含む社会教育費，体育振興・給食センターを含む保

健体育費等に関する経費 

災 害 復 旧 費 災害を受けた道路，河川等土木施設や農林水産施設などの復旧費 

公  債  費 元金や利子など市債の償還に要する経費，一時借入金の利子等 

諸  支  出  金 公営企業（病院事業，水道事業，工業用水道事業）への支出金 

予  備  費 
予算の議決後，予期しなかった経費の支出が生じた場合等に対処する

ための経費 

 
イ 歳出予算の性質別内訳 

歳出予算を性質別に分類してみると，最も構成比率が高いのは，扶助費で２０．２％，

次いで人件費で１７．４％，物件費１５．０％，普通建設事業費１４．２％，繰出金 

１２．０％，公債費１０．３％，補助費等９．０％となっています。 

扶助費については，民間認定こども園入園負担金が１１１，９６２千円（１９．２％）

増額や，障害者自立支援給付費が前年度と比べ１０６，６４１千円（７．８％）増額と

なっており，総額では３４７，２８１千円（５．９％）増の６，２４９，９００千円と

なっています。 

物件費については，みなみ学園ＩＣＴ推進事業（小・中）のタブレット端末等の備品

購入費３７，６４８千円や，地域交流センターともべの指定管理委託料２５，４２８千

円の皆増などが要因で，総額では１６０，６１２千円（３．６％）増の４，６５４，６

０５千円となっています。 

普通建設事業費については，市民センターいわま大規模改修工事２１８，８００千円

や市民球場整備工事２００，０００千円などの新規工事があるものの，認定子ども園整

備工事（稲田地区）６２０，０００千円，地域交流センター整備工事（友部地区）４５

２，２８４千円など，大規模な施設整備が完了することから，前年度と比べ８６０，８

４７千円（▲１６．４％）減の４，４０３，３７５千円となっています。 

繰出金については，国民健康保険や介護保険などの特別会計繰出金の増により，前年

度と比べ３８，５１６千円（１．０％）増の３，７２３，４７３千円となっています。 
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【平成２９年度一般会計性質別歳出予算状況】 

   （単位：千円,％）

平成２９年度 平成２８年度 
性 質 名 

予算額 構成比 予算額 構成比
比較増減額 

比 較 

増減率 

人件費 5,371,317 17.4 5,455,629 17.9 ▲ 84,312 ▲1.5

物件費 4,654,605 15.0 4,493,993 14.8 160,612 3.6

維持補修費 110,221 0.4 114,250 0.4 ▲ 4,029 ▲3.5

扶助費 6,249,900 20.2 5,902,619 19.4 347,281 5.9

補助費等 2,783,742 9.0 2,085,435 6.8 698,307 33.5

普通建設事業 4,403,375 14.2 5,264,222 17.3 ▲ 860,847 ▲16.4

災害復旧事業 2 0.0 2 0.0 0 0.0

公債費 3,184,723 10.3 3,042,732 10.0 141,991 4.7

積立金 171,859 0.6 185,270 0.6 ▲ 13,411 ▲7.2

投資及び出資金 228,447 0.7 154,555 0.5 73,892 47.8

貸付金 38,336 0.1 36,336 0.1 2,000 5.5

繰出金 3,723,473 12.0 3,684,957 12.1 38,516 1.0

予備費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

合  計  30,950,000 100.0 30,450,000 100.0 500,000 1.6

   

  

    

歳出性質別状況
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２　特 別 会 計

　特別会計は，特定の目的をもった事業を行う場合，特定の収入をもってその支出に充てる

ため，一般会計と区分して経理する必要があるものについて設置しています。

　特別会計は，国民健康保険特別会計，後期高齢者医療特別会計，介護保険特別会計，介護

サービス事業特別会計，公共下水道事業特別会計，農業集落排水事業特別会計及び岩間駅東

土地区画整理事業特別会計の７会計です。

　国民健康保険特別会計については，加入者数の減により給付費等が減額となる見込みです

が，地域医療センターかさま建設に伴う病院事業会計への諸支出金の増により増額となって

います。

　後期高齢者医療特別会計については，加入者数の増により増額となっています。

　介護保険特別会計については，平成29年4月から開始する総合事業により増額となっていま

す。

　公共下水道事業特別会計については，施設の長寿命化工事及び管路整備工事の縮小により

減額となっています。

　農業集落排水事業特別会計については，管路整備工事を拡大したことにより増額となって

います。

　各会計の予算状況は，次のとおりです。

【平成２９年度特別会計予算状況】

（ 単位：千円，％ ）

会　計　名
平 成 ２ ９ 年 度 平 成 ２ ８ 年 度

比較増減額 比較増減率
予 算 額 予 算 額

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 10,233,000 10,198,000 35,000 0.3

後期高齢者医療特別会計 743,000 710,000 33,000 4.6

介 護 保 険 特 別 会 計 6,252,000 6,160,000 92,000 1.5

介護サービス事業特別会計 19,200 27,000 ▲ 7,800 ▲ 28.9

公共下水道事業特別会計 2,488,000 2,753,000 ▲ 265,000 ▲ 9.6

農業集落排水事業特別会計 753,000 654,000 99,000 15.1

岩 間 駅 東 土 地 区 画
整 理 事 業 特 別 会 計

45,320 45,320 0 0.0

特 別 会 計　　合 計 20,533,520 20,547,320 ▲ 13,800 ▲ 0.1
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（１）平成２９年度国民健康保険特別会計の款別の内訳

歳　入 （ 単位：千円，％ ）

款
平成２９年度 平成２８年度

比較増減額 比較増減率
予算額 構成比 予算額 構成比

1 国 民 健 康 保 険 税 2,066,922 20.2 2,124,012 20.8 ▲ 57,090 ▲ 2.7

2 使 用 料 及 び 手 数 料 1,800 0.0 1,800 0.0 0 0.0

3 国 庫 支 出 金 2,280,368 22.3 2,148,885 21.1 131,483 6.1

4 療 養 給 付費 等交 付金 184,458 1.8 277,917 2.7 ▲ 93,459 ▲ 33.6

5 前 期 高 齢 者 交 付 金 1,887,320 18.4 1,933,347 19.0 ▲ 46,027 ▲ 2.4

6 県 支 出 金 564,614 5.5 524,262 5.1 40,352 7.7

7 共 同 事 業 交 付 金 2,432,457 23.8 2,379,263 23.3 53,194 2.2

8 財 産 収 入 1 0.0 1 0.0 0 0.0

9 繰 入 金 716,593 7.0 709,957 7.0 6,636 0.9

10 繰 越 金 50,000 0.5 50,000 0.5 0 0.0

11 諸 収 入 48,467 0.5 48,556 0.5 ▲ 89 ▲ 0.2

合　　計 10,233,000 100.0 10,198,000 100.0 35,000 0.3

歳　出 （ 単位：千円，％ ）

款
平成２９年度 平成２８年度

比較増減額 比較増減率
予算額 構成比 予算額 構成比

1 総 務 費 154,671 1.5 154,903 1.5 ▲ 232 ▲ 0.1

2 保 険 給 付 費 5,747,589 56.2 5,791,075 56.8 ▲ 43,486 ▲ 0.8

3 後 期 高 齢者 支援 金等 1,146,625 11.2 1,200,273 11.8 ▲ 53,648 ▲ 4.5

4 前 期 高 齢者 納付 金等 994 0.0 590 0.0 404 68.5

5 介 護 納 付 金 527,895 5.2 570,688 5.6 ▲ 42,793 ▲ 7.5

6 共 同 事 業 拠 出 金 2,432,463 23.8 2,379,271 23.3 53,192 2.2

7 保 健 事 業 費 76,329 0.7 81,786 0.8 ▲ 5,457 ▲ 6.7

8 基 金 積 立 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

9 諸 支 出 金 115,736 1.1 14,560 0.1 101,176 694.9

10 老 人 保 健 拠 出 金 50 0.0 50 0.0 0 0.0

11 予 備 費 30,647 0.3 4,803 0.1 25,844 538.1

合　　計 10,233,000 100.0 10,198,000 100.0 35,000 0.3
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（２）平成２９年度後期高齢者医療特別会計の款別の内訳

歳　入 （ 単位：千円，％ ）

款

平成２９年度 平成２８年度

比較増減額 比較増減率

予算額 構成比 予算額 構成比

1 後期高齢者医療保険料 544,741 73.3 515,691 72.6 29,050 5.6

2 使 用 料 及 び 手 数 料 145 0.0 145 0.0 0 0.0

3 寄 附 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

4 繰 入 金 182,370 24.5 177,600 25.0 4,770 2.7

5 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

6 諸 収 入 15,742 2.2 16,562 2.4 ▲ 820 ▲ 5.0

合　　計 743,000 100.0 710,000 100.0 33,000 4.6

歳　出 （ 単位：千円，％ ）

款

平成２９年度 平成２８年度

比較増減額 比較増減率

予算額 構成比 予算額 構成比

1 総 務 費 10,937 1.5 10,502 1.5 435 4.1

2
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

714,317 96.1 681,469 96.0 32,848 4.8

3 諸 支 出 金 1,551 0.2 1,551 0.2 0 0.0

4 保 健 事 業 費 16,095 2.2 16,378 2.3 ▲ 283 ▲ 1.7

5 予 備 費 100 0.0 100 0.0 0 0.0

合　　計 743,000 100.0 710,000 100.0 33,000 4.6
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（３）平成２９年度介護保険特別会計の款別の内訳

歳　入 （ 単位：千円，％ ）

款
平成２９年度 平成２８年度

比較増減額 比較増減率
予算額 構成比 予算額 構成比

1 保 険 料 1,389,532 22.2 1,353,526 22.0 36,006 2.7

2 使 用 料 及 び 手 数 料 200 0.0 200 0.0 0 0.0

3 国 庫 支 出 金 1,381,323 22.1 1,371,366 22.3 9,957 0.7

4 支 払 基 金 交 付 金 1,645,760 26.3 1,633,109 26.5 12,651 0.8

5 県 支 出 金 876,448 14.0 874,910 14.2 1,538 0.2

6 財 産 収 入 152 0.0 162 0.0 ▲ 10 ▲ 6.2

7 繰 入 金 952,604 15.3 917,001 14.9 35,603 3.9

8 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

9 諸 収 入 5,980 0.1 9,725 0.1 ▲ 3,745 ▲ 38.5

合　　計 6,252,000 100.0 6,160,000 100.0 92,000 1.5

歳　出 （ 単位：千円，％ ）

款
平成２９年度 平成２８年度

比較増減額 比較増減率
予算額 構成比 予算額 構成比

1 総 務 費 187,374 3.0 157,213 2.6 30,161 19.2

2 保 険 給 付 費 5,784,146 92.5 5,811,868 94.4 ▲ 27,722 ▲ 0.5

3 財政安定化基金拠出金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

4 地 域 支 援 事 業 費 191,140 3.1 131,281 2.1 59,859 45.6

5 基 金 積 立 金 87,226 1.4 57,483 0.9 29,743 51.7

6 諸 支 出 金 1,113 0.0 1,154 0.0 ▲ 41 ▲ 3.6

7 予 備 費 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

合　　計 6,252,000 100.0 6,160,000 100.0 92,000 1.5
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（４）平成２９年度介護サービス事業特別会計の款別の内訳

歳　入 （ 単位：千円，％ ）

款

平成２９年度 平成２８年度

比較増減額 比較増減率

予算額 構成比 予算額 構成比

1 サ ー ビ ス 収 入 16,427 85.6 25,479 94.4 ▲ 9,052 ▲ 35.5

2 繰 入 金 2,762 14.4 1,510 5.6 1,252 82.9

3 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

4 諸 収 入 10 0.0 10 0.0 0 0.0

合　　計 19,200 100.0 27,000 100.0 ▲ 7,800 ▲ 28.9

歳　出 （ 単位：千円，％ ）

款

平成２９年度 平成２８年度

比較増減額 比較増減率

予算額 構成比 予算額 構成比

1 総 務 費 12,575 65.5 14,846 55.0 ▲ 2,271 ▲ 15.3

2 サ ー ビ ス 事 業 費 6,597 34.4 12,118 44.9 ▲ 5,521 ▲ 45.6

3 諸 支 出 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

4 予 備 費 27 0.1 35 0.1 ▲ 8 ▲ 22.9

合　　計 19,200 100.0 27,000 100.0 ▲ 7,800 ▲ 28.9
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（５）平成２９年度公共下水道事業特別会計の款別の内訳

歳　入 （ 単位：千円，％ ）

款

平成２９年度 平成２８年度

比較増減額 比較増減率

予算額 構成比 予算額 構成比

1 分 担 金 及 び 負 担 金 64,199 2.6 35,045 1.3 29,154 83.2

2 使 用 料 及 び 手 数 料 572,313 23.0 550,927 20.0 21,386 3.9

3 国 庫 支 出 金 187,555 7.5 261,532 9.5 ▲ 73,977 ▲ 28.3

4 県 支 出 金 6,400 0.3 6,700 0.2 ▲ 300 ▲ 4.5

5 財 産 収 入 16 0.0 35 0.0 ▲ 19 ▲ 54.3

6 繰 入 金 885,265 35.6 922,509 33.5 ▲ 37,244 ▲ 4.0

7 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

8 諸 収 入 51 0.0 51 0.0 0 0.0

9 市 債 772,200 31.0 976,200 35.5 ▲ 204,000 ▲ 20.9

合　　計 2,488,000 100.0 2,753,000 100.0 ▲ 265,000 ▲ 9.6

歳　出 （ 単位：千円，％ ）

款

平成２９年度 平成２８年度

比較増減額 比較増減率

予算額 構成比 予算額 構成比

1 下 水 道 費 1,079,016 43.4 1,376,195 50.0 ▲ 297,179 ▲ 21.6

2 公 債 費 1,403,984 56.4 1,371,805 49.8 32,179 2.3

3 予 備 費 5,000 0.2 5,000 0.2 0 0.0

合　　計 2,488,000 100.0 2,753,000 100.0 ▲ 265,000 ▲ 9.6
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（６）平成２９年度農業集落排水事業特別会計の款別の内訳

歳　入 （ 単位：千円，％ ）

款

平成２９年度 平成２８年度

比較増減額 比較増減率

予算額 構成比 予算額 構成比

1 分 担 金 及 び 負 担 金 17,137 2.3 13,186 2.0 3,951 30.0

2 使 用 料 及 び 手 数 料 70,663 9.4 70,064 10.7 599 0.9

3 国 庫 支 出 金 150,000 19.9 114,000 17.4 36,000 31.6

4 県 支 出 金 17,278 2.3 22,752 3.5 ▲ 5,474 ▲ 24.1

5 財 産 収 入 6 0.0 12 0.0 ▲ 6 ▲ 50.0

6 繰 入 金 322,413 42.8 297,583 45.5 24,830 8.3

7 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

8 諸 収 入 2 0.0 2 0.0 0 0.0

9 市 債 175,500 23.3 136,400 20.9 39,100 28.7

合　　計 753,000 100.0 654,000 100.0 99,000 15.1

歳　出 （ 単位：千円，％ ）

款

平成２９年度 平成２８年度

比較増減額 比較増減率

予算額 構成比 予算額 構成比

1 農 業 集 落排 水事 業費 485,911 64.5 387,144 59.2 98,767 25.5

2 公 債 費 266,089 35.4 265,856 40.6 233 0.1

3 予 備 費 1,000 0.1 1,000 0.2 0 0.0

合　　計 753,000 100.0 654,000 100.0 99,000 15.1
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（７）平成２９年度岩間駅東土地区画整理事業特別会計の款別の内訳

歳　入 （ 単位：千円，％ ）

款

平成２９年度 平成２８年度

比較増減額 比較増減率

予算額 構成比 予算額 構成比

1 財 産 収 入 40,800 90.0 40,800 90.0 0 0.0

2 繰 入 金 4,519 10.0 4,519 10.0 0 0.0

3 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

合　　計 45,320 100.0 45,320 100.0 0 0.0

歳　出 （ 単位：千円，％ ）

款

平成２９年度 平成２８年度

比較増減額 比較増減率

予算額 構成比 予算額 構成比

1 土 地 区 画整 理事 業費 31,022 68.5 21,224 46.8 9,798 46.2

2 公 債 費 14,298 31.5 24,096 53.2 ▲ 9,798 ▲ 40.7

合　　計 45,320 100.0 45,320 100.0 0 0.0
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３　企 業 会 計

　地方公営企業法を適用して市が経営している事業は，病院事業，水道事業及び工業用水道

事業です。企業会計には，経常的な経営活動を示す「収益的収入及び支出」と，建設改良費

等を内容とする「資本的収入及び支出」があります。

　企業会計の平成２９年度予算額は４，５９１，１４６千円（収益的支出と資本的支出を足

したもの）であり，前年度と比べ６１６，４２７千円（１５．５％）の増となります。

　病院事業については，平成２８年度・平成２９年度事業として継続費を設定している「地

域医療センターかさま」の建設経費及び医療機器更新等の増額により，前年度と比べ６８

１，９０５千円（４６．６％）の増となります。

　水道事業については，増圧施設整備工事が皆減となったため，前年度と比べ６５，６１５

千円（２．６％）の減となります。

　平成２９年度の業務予定量及び予算状況は，次のとおりです。

【平成２９年度企業会計業務予定量】

会　計　名 業務予定量 備考

病院事業会計

病床数 30 床

年間患者数
入院 8,760 人

外来 28,175 人

１日平均患者数
入院 24 人

外来 115 人

水道事業会計

給水件数 25,227 件

年間総給水量 6,561,283 ㎥

１日平均給水量 17,976 ㎥

工業用水道事業会計

給水件数 4 件

年間総給水量 112,121 ㎥

１日平均給水量 307 ㎥
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【平成２９年度企業会計予算状況】

（ 単位：千円，％ ）

会　計　名
平成２９年度 平成２８年度 比較

増減額
比較

増減率予 算 額 予 算 額

病 院 事 業 会 計 2,145,402 1,463,497 681,905 46.6

収益的支出 772,000 722,000 50,000 6.9

資本的支出 1,373,402 741,497 631,905 85.2

水 道 事 業 会 計 2,416,613 2,482,228 ▲ 65,615 ▲ 2.6

収益的支出 1,837,242 1,834,796 2,446 0.1

資本的支出 579,371 647,432 ▲ 68,061 ▲ 10.5

工業用水道事業会計 29,131 28,994 137 0.5

収益的支出 29,131 28,994 137 0.5

資本的支出 0 0 0 -

企 業 会 計 合 計 4,591,146 3,974,719 616,427 15.5

収益的支出 2,638,373 2,585,790 52,583 2.0

資本的支出 1,952,773 1,388,929 563,844 40.6
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１　新規事業及び内容を拡充した事業等

※ 新規表示については，平成28年度と平成29年度の当初予算を比較したものです。
（単位：千円）

項目名 区分 事業概要 予算額 部署名称 担当部

1 事務効率化 新規
議会運営効率化のためタブレット端末の
導入

7,695 議会事務局
議会
事務局

2 事務効率化 新規 働き方改革推進のため職員の意識を醸成 597 秘書課

3 人材育成 新規
マイナンバーカードを活用した子育て支
援の実務研修のため内閣府に職員を派遣

2,135 秘書課

4 情報発信強化 拡充
「広報かさま」の情報発信力強化と事務
の効率化

13,996 秘書課

5 情報発信強化 拡充 「笠間と東京圏をつなぐ会」の開催 1,678 秘書課

6 地域活性化 拡充
女性のキャリアアップや多様な働き方の
支援

728 秘書課

7 地域活性化 新規 第３次男女共同参画計画の策定 2,208 秘書課

8 地域活性化 拡充

産学官連携による各種事業（市創生総合
戦略、移住・交流、女性活躍（かさまち
娘プロジェクト）、地域デザイン形成）
等の推進

8,570 企画政策課 

9 地域活性化 拡充
生涯学習のまち（笠間版ＣＣＲＣ）づく
りの推進に向けた事業計画の策定等

10,460 企画政策課 

10 地域活性化 拡充 新規企業立地の促進 504,800 企画政策課 

11 地域活性化 拡充
畜産試験場跡地（国有地・市有地分）の
広場としての活用を目指した計画等の策
定及び管理

7,949 企画政策課 

12 地域活性化 新規
定住自立圏構想の推進（医療、福祉、産
業振興、環境、教育、地域公共交通分
野）

5,797 企画政策課 

13 行政改革推進 拡充 行政改革の推進 446 行政経営課

14 事務効率化 新規 個人情報保護制度の管理事務の効率化 3,090 総務課

15 事務効率化 新規
ＩＣＴを活用した事務の効率化のためタ
ブレット端末の導入

4,357 総務課

16 選挙 新規 任期満了に伴う茨城県知事選挙費 32,267 総務課

17 選挙 新規 任期満了に伴う市長選挙費 9,986 総務課

18 選挙 新規
任期満了に伴う各土地改良区総代総選挙
費（友部、宍戸）

874 総務課 

19 情報発信強化 新規
財務書類作成について統一モデルの導入
支援

6,848 財政課

20 公共施設整備 拡充
地域医療センター整備にかかる病院機能
分の一部を出資

184,200 財政課

第３　平成２９年度　各種事業の状況

市
長
公
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項目名 区分 事業概要 予算額 部署名称 担当部

21 公共施設等管理 新規 遊休市有地の売却を促進 4,442 資産経営課

22 公共施設等管理 新規 公共建築物の中期資産管理計画の策定 61 資産経営課

23 公共施設整備 拡充 市民センターいわま大規模改修の実施 221,200
地域課
（岩間支所）

24 地域活性化 拡充 地域交流センター（友部地区）の運営 43,199 市民活動課 

25 公共施設整備 拡充 地域交流センター（岩間地区）の整備 348,200 市民活動課 

26 地域活性化 新規 地域交流センター（岩間地区）の運営 9,132 市民活動課 

27 地域活性化 新規
地域の課題解決のため支援モデル事業を
展開

1,000 市民活動課 

28 地域振興 拡充
堂ノ池周辺の整備
（福田地区地域振興整備基金10/10）

508,400 環境保全課

29 地域福祉 拡充 臨時福祉給付金の支給 223,740 社会福祉課 

30 地域福祉 新規 第３次地域福祉計画の策定 1,275 社会福祉課 

31 地域福祉 新規
第３期障害者計画・第５期障害福祉計画
の策定

2,313 社会福祉課 

32 地域福祉 新規 地域福祉センターの空調設備を改修 21,000 社会福祉課 

33 防災体制の整備 新規 災害対策のため福祉備蓄品を整備 546 社会福祉課 

34 地域福祉 拡充
高齢者福祉計画【一般会計】・介護保険
事業計画【介護保険特別会計】の策定

3,850 高齢福祉課 

35 地域福祉 新規
【介護保険特別会計】
介護予防・日常生活支援総合事業を実施

92,511 高齢福祉課 

36 子育て支援 拡充 各小学校児童クラブの運営の拡充 172,805 子ども福祉課 

37 子育て支援 拡充
子育て支援等広報のため「かさまポケッ
ト」を改修

555 子ども福祉課 

38 子育て支援 新規
赤ちゃんに優しく気軽に立ち寄れる施設
を表示

1,087 子ども福祉課 

39 子育て支援 新規
地域医療センターかさまに病児保育室開
設の準備

2,679 子ども福祉課 

40 子育て支援 拡充 かさまこども園内で病後児保育の推進 2,955 子ども福祉課 

41 子育て支援 新規 いなだこども園の運営管理 68,536 子ども福祉課 

42 健康支援 新規 歯科保健の推進 229 健康増進課

43 健康支援 拡充
予防接種（小児・高齢対象インフルエン
ザ予防接種）の推進

156,839 健康増進課

44 公共施設整備 拡充
地域医療センターかさま整備の行政機能
分の負担金等

389,268 健康増進課

福
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項目名 区分 事業概要 予算額 部署名称 担当部

45 事務効率化 新規
遊休農地対策のためタブレット端末の導
入等

4,664
農業委員会
事務局

46 地域農業振興 新規 遊休農地等を活用した笠間の栗生産拡大 4,051 農政課 

47 地域農業振興 新規 日本一の栗の産地づくりを推進 19,735 農政課 

48 地域農業振興 新規 鳥獣被害防止のため地域支援の実施 1,964 農政課 

49 地域農業振興 新規 笠間市農林業振興基本計画を策定 2,206 農政課 

50 地域農業振興 新規
農業者等が行う農業用機械等の整備に支
援

9,000 農政課 

51 地域農業振興 拡充
老朽化した農業用施設の改修を実施（北
川根地区・随分付地区）

52,945 農政課 

52 地域農業振興 拡充
老朽化した農業用施設の改修に助成（笠
間地区・友部地区）

4,693 農政課 

53 地域農業振興 新規
基盤整備推進のため事業計画を作成（押
辺・安居地区）

2,515 農政課 

54 事務効率化 新規 林地台帳システムの県内市町村共同構築 2,346 農政課 

55 産業支援 新規
人材育成支援として笠間地区建設高等職
業訓練校協会に助成等

2,655 商工観光課

56 産業支援 拡充
地場産業支援として笠間焼産地後継者育
成の助成等

12,762 商工観光課

57 産業支援 新規 ものづくり作家の創業支援等 4,672 商工観光課

58 産業支援 新規
いばらき伝統的工芸品産業の振興と活性
化を推進

5,000 商工観光課

59 観光振興 新規 観光振興基本計画の策定 2,009 商工観光課

60 公共施設整備 拡充
愛宕山スカイロッジ屋外トイレの改築等
の実施

54,286 商工観光課

61 観光振興 拡充
北山公園の管理及びバーベキュー場等の
案内板整備

19,006 商工観光課

62 観光振興 新規 愛宕山への誘導看板の整備 3,090 商工観光課

63 交通安全対策 新規
友部駅周辺整備において公共施設誘導サ
インの設置

9,004 建設課

64 交通安全対策 拡充
市道（友）2級5号線（随分附）の整備
（改良工事等）

123,618 建設課

65 交通安全対策 拡充
市道（友）1級11号線（矢野下）の整備
（改良工事等）

63,773 建設課

66 交通安全対策 新規
市道（笠）2111号線（笠間）の整備（歩
道工事）

24,000 建設課

67 交通安全対策 新規
市道（笠）3592号線（笠間）の整備（歩
道工事）

33,900 建設課

68 交通安全対策 拡充 来栖本戸線の整備（改良工事等） 205,975 建設課

産
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項目名 区分 事業概要 予算額 部署名称 担当部

69 交通安全対策 拡充 南友部平町線の整備（改良工事） 265,690 建設課

70 交通安全対策 拡充

狭あい道路の拡幅整備
・市道（友）3206号線（旭町）の用地補
償等
・市道（笠）0218号線（日沢）の改良舗
装工事
・市道（笠）1251号線（池野辺）の用地
補償等

109,200 建設課

71 道路管理 新規 橋梁の長寿命化にかかる修繕工事等 15,450 管理課

72 地域活性化 拡充
用途地域・都市計画道路等の変更手続や
都市機能誘導方策の検討等

7,572 都市計画課

73 地域活性化 拡充 安居工業地域整備の推進（測量等） 14,712 都市計画課

74 地域活性化 新規 都市計画基礎調査の実施 10,034 都市計画課

75 地域活性化 新規 建築物耐震改修促進計画の策定等 5,508 都市計画課

76 地域活性化 新規 大規模盛土造成地変動予測調査の実施 5,724 都市計画課

77 地域活性化 拡充
空家等対策計画に基づく事業を推進する
とともに空家コーディネーターを配置

21,917 都市計画課

78 地域活性化 拡充
地域おこし協力隊による地域活性化の推
進

18,561
まちづくり
推進課

79 地域活性化 拡充
定住化促進のため「お試し居住」等の実
施

5,261
まちづくり
推進課

80 消防体制の強化 拡充
機械器具置場等消防施設（4施設）の撤去
工事等

9,730 消防

81 消防体制の強化 拡充
水槽付消防ポンプ自動車及び消防ポンプ
自動車の更新

99,674 消防

82 消防体制の強化 拡充 腕用ポンプの修繕（2台） 1,937 消防

83 消防体制の強化 拡充 消防団のポンプ自動車の更新 18,143 消防

84 教育振興 拡充
スクールソーシャルワーカー配置時間を
拡充

10,656 学務課

85 教育振興 新規 特別支援教育指導専門員を配置 929 学務課

86 教育振興 新規
みなみ学園（小・中学校）においてタブ
レット等を導入しＩＣＴ教育を推進

37,648 学務課

87 学校施設整備 新規
大規模改修のため友部第二中学校校舎の
設計委託

11,816 学務課

88 生涯学習 拡充 旧井筒屋の2階に歴史展示コーナーを整備 24,344 生涯学習課

89 生涯学習 新規
筑波海軍航空隊記念館整備にあわせPRコ
ンテンツ開発等の委託

15,450 生涯学習課

90 生涯学習 新規 時習館200周年記念事業の実施 1,814 生涯学習課
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項目名 区分 事業概要 予算額 部署名称 担当部

91 生涯学習 新規
フルコンサートピアノのオーバーホール
を実施

1,893 笠間公民館

92 公共施設整備 拡充 笠間公民館のリニューアル工事等 495,598 笠間公民館

93 スポーツ振興 拡充
茨城国体開催の準備のため実行委員会に
活動経費を助成等

4,411
スポーツ振興
課

94 スポーツ振興 新規
東京オリンピック・パラリンピックでの
ホストタウンの推進

1,371
スポーツ振興
課

95 公共施設整備 拡充
国体開催に向け市民球場の電光掲示板設
置にかかる工事

204,140
スポーツ振興
課

96 生活環境 拡充
【公共下水道事業特別会計】
地方公営企業法適用への移行準備を実施

42,830 下水道課

97 生活環境 新規
【公共下水道事業特別会計】
ストックマネジメント調査を実施

40,000 下水道課

98 生活環境 新規
【農業集落排水事業特別会計】
機能強化診断調査を実施

3,024 下水道課

99 生活環境 拡充
【水道事業特別会計】
水道事業料金徴収等の包括的業務委託

82,668 水道課

100 健康支援 拡充
【病院事業会計】
地域医療の推進のため在宅医療を拡充

18,010 市立病院

101 健康支援 拡充
【病院事業会計】
地域医療の充実のため茨城県と医療ス
タッフの人事交流を実施

20,500 市立病院

102 健康支援 拡充
【病院事業会計】
地域医療センター整備にかかる工事・医
療機器購入等

1,366,777 市立病院
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(単位：千円)

予算額 担当部署

議 会 費 272,641

1 議員報酬 106,620 議会事務局

2 議員分共済組合負担金 41,924 議会事務局

3 政務活動費交付金 8,800 議会事務局

4 会議録作成委託料 2,669 議会事務局

5 議会中継配信事業 5,748 議会事務局

6 ＩＣＴ化推進事業（議会） 7,695 議会事務局

総 務 費 3,768,792

7 市長交際費 1,500 秘書課

8 新年賀詞交歓会事業 2,156 秘書課

9 働き方改革推進事業 597 秘書課

10 ＩＣＴによる子育て支援推進事業 2,135 秘書課

11 広報かさま発行事業 13,996 秘書課

12 笠間ＰＲ事業 3,718 秘書課

13 ホームページ管理運営事業 1,686 秘書課

14 まちなかガイドシステム運営事業 1,188 秘書課

15 笠間と東京圏をつなぐ会事業 1,678 秘書課

16 男女共同参画事業 502 秘書課

17 女性の活躍応援事業 728 秘書課

18 第３次男女共同参画計画策定事業 2,208 秘書課

19 公共交通維持確保事業 17,829 企画政策課

20 デマンドタクシーかさま運行事業 69,276 企画政策課

21 筑波山地域ジオパーク推進事業 2,347 企画政策課

22 笠間版ＣＣＲＣ推進事業 10,460 企画政策課

23 企業誘致推進事業 1,807 企画政策課

24 企業立地促進事業 504,800 企画政策課

２　款別の主な事業等

名　　　　　称
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(単位：千円)

予算額 担当部署名　　　　　称

25 畜産試験場跡地利活用促進事業 7,949 企画政策課

26 定住自立圏構想推進事業（企画政策課） 2,590 企画政策課

27 就業構造基本調査事業 1,113 企画政策課

28 行政評価事業 1,248 行政経営課

29 自治体クラウド・共同アウトソーシング事業 18,938 行政経営課

30 情報系システム機器更新事業 38,755 行政経営課

31 社会保障・税番号制度運用事業 4,518 行政経営課

32 行政区事務 58,112 総務課

33 個人情報保護制度管理事務 3,090 総務課

34 ＩＣＴ化推進事業（行政） 4,357 総務課

35 茨城県知事選挙費 32,267 総務課

36 市長選挙費 9,986 総務課

37 公会計統一モデル導入事業 6,848 財政課

38 固定資産評価替準備事務 3,148 税務課

39 固定資産税賦課事務 18,398 税務課

40 収納対策事務 23,411 収税課

41 笠間支所庁舎管理事業 4,569 地域課(笠間支所)

42 岩間支所庁舎管理事業 18,328 地域課(岩間支所)

43 市民センターいわま大規模改修事業 221,200 地域課(岩間支所)

44 第５駐車場環境改善事業 10,200 資産経営課

45 電気自動車等普及促進事業 3,432 資産経営課

46 遊休市有地売却促進事業 4,442 資産経営課

47 交通安全啓発事業 2,156 市民活動課

48 交通安全活動推進事業 1,003 市民活動課

49 交通ボランティア等活動支援事業 2,200 市民活動課

50 出会い創出支援事業（地域少子化対策） 1,236 市民活動課

51 市民活動助成事業 1,730 市民活動課
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(単位：千円)

予算額 担当部署名　　　　　称

52 地域集会所建設（増改築）事業 1,067 市民活動課

53 コミュニティ助成事業 2,500 市民活動課

54 地域コミュニティ創生モデル事業 2,200 市民活動課

55 地域ポイント制度事業 2,564 市民活動課

56 ふるさとづくり寄附金制度推進事業 18,237 市民活動課

57 地域交流センター運営事業（友部地区） 43,199 市民活動課

58 英語教育プログラム交流推進事業 4,597 市民活動課

59 地域交流センター整備事業（岩間地区） 348,200 市民活動課

60 地域交流センター運営事業（岩間地区） 9,132 市民活動課

61 地域課題解決支援モデル事業 1,000 市民活動課

62 防犯活動推進事業 2,322 市民活動課

63 防犯灯整備事業 4,862 市民活動課

64 行政区防犯灯管理事業 4,670 市民活動課

65 駅前等防犯カメラ管理事業 1,538 市民活動課

66 民間交番運営管理事業 3,438 市民活動課

67 まちなか犯罪抑止事業 4,834 市民活動課

68 証明書コンビニ交付事業 4,887 市民課

69 マイナンバー制度事業 12,979 市民課

70 笠間の家活用事業 4,510 商工観光課

71 地域おこし協力隊事業 18,561 まちづくり推進課

72 定住化促進事業 5,261 まちづくり推進課

73 市街地活性化推進事業 30,083 まちづくり推進課

74 印紙・証紙取扱事業 27,750 会計課

75 財務会計システム管理事業 4,558 会計課

76 電子決裁システム管理事業 3,582 会計課

77 監査委員事務 2,043 監査委員事務局

78 公平委員会事務 394 公平委員会事務局
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(単位：千円)

予算額 担当部署名　　　　　称

民 生 費 10,675,869

79 民生委員事業 11,701 社会福祉課

80 保護司会事業 1,355 社会福祉課

81 遺族会事業 2,922 社会福祉課

82 臨時福祉給付金事業 223,740 社会福祉課

83 社会福祉協議会事業 92,729 社会福祉課

84 地域ケアシステム推進事業 9,500 社会福祉課

85 生活困窮者自立支援事業 19,896 社会福祉課

86 第３次地域福祉計画策定事業 1,275 社会福祉課

87 障害者自立支援システム管理事業 1,212 社会福祉課

88 障害者自立支援支給決定事務 3,538 社会福祉課

89 障害者自立支援給付事業 1,469,047 社会福祉課

90 特別障害者手当給付事業 20,820 社会福祉課

91 障害者医療給付事業 92,687 社会福祉課

92 在宅心身障害児福祉手当支給事業 2,070 社会福祉課

93 心身障害者扶養共済事業 9,740 社会福祉課

94 重度心身障害者福祉タクシー利用助成事業 1,104 社会福祉課

95 重度障害者住宅リフォーム助成事業 1,125 社会福祉課

96 障害者地域生活支援事業 67,560 社会福祉課

97 難病患者見舞金支給事業 16,596 社会福祉課

98 障害者福祉センター運営事業 4,095 社会福祉課

99 いこいの家はなさか運営事業 33,977 社会福祉課

100 地域福祉センター改修事業 21,000 社会福祉課

101 人権同和対策事業 2,145 社会福祉課

102 人権擁護委員協議会事業 704 社会福祉課

103 生活保護給付事業（扶助費） 1,244,038 社会福祉課

104 応急仮設住宅（民間住宅）供与事業 3,125 社会福祉課
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(単位：千円)

予算額 担当部署名　　　　　称

105 児童クラブ管理事業 6,312 子ども福祉課

106 児童クラブ運営事業 172,805 子ども福祉課

107 児童クラブ整備事業 34,588 子ども福祉課

108 ファミリーサポートセンター事業 3,159 子ども福祉課

109 家庭児童相談事業 3,058 子ども福祉課

110 母子生活支援施設入所措置事務 5,256 子ども福祉課

111 民間保育所運営事業 528,931 子ども福祉課

112 障害児保育対策事業 4,800 子ども福祉課

113 一時預かり事業 8,945 子ども福祉課

114 民間保育所等乳児等保育事業 7,013 子ども福祉課

115 地域子育て支援拠点事業 8,700 子ども福祉課

116 児童館運営事業 30,927 子ども福祉課

117 民間認定こども園運営事業 696,362 子ども福祉課

118 認定こども園一時預かり事業 18,358 子ども福祉課

119 多子世帯保育料軽減事業 9,752 子ども福祉課

120 延長保育事業 5,466 子ども福祉課

121 病児保育事業 21,259 子ども福祉課

122 赤ちゃん・ほっと！ルーム事業 1,087 子ども福祉課

123 地域医療センターかさま病児保育事業 2,679 子ども福祉課

124 児童扶養手当事業 300,005 子ども福祉課

125 母子家庭等高等技能訓練促進事業 1,200 子ども福祉課

126 くるす保育所運営管理事業 66,844 子ども福祉課

127 ともべ保育所運営管理事業 55,822 子ども福祉課

128 児童手当事業 1,149,443 子ども福祉課

129 かさまこども園運営管理事業 83,733 子ども福祉課

130 病後児保育事業 2,955 子ども福祉課

131 いなだこども園運営管理事業 68,536 子ども福祉課
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(単位：千円)

予算額 担当部署名　　　　　称

132 介護保険特別会計繰出金事務 952,217 高齢福祉課

133 介護サービス事業特別会計繰出金事務 2,762 高齢福祉課

134 高齢者クラブ事業 6,491 高齢福祉課

135 老人保護施設措置事業 58,417 高齢福祉課

136 敬老事業 28,118 高齢福祉課

137 三世代ふれあい事業 1,430 高齢福祉課

138 在宅福祉サービス事業 3,102 高齢福祉課

139 地域クラウド運営事業 10,347 高齢福祉課

140 高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定事務 1,925 高齢福祉課

141 老人福祉センター運営事業 11,279 福祉課(岩間支所)

142 国民健康保険特別会計繰出金事務 716,592 保険年金課

143 医療福祉費支給事業 449,638 保険年金課

144 医療福祉費支給事業（市単独分） 29,655 保険年金課

145 医療福祉費自己負担金助成事業（市単独分） 62,033 保険年金課

146 高額療養費貸付事業 10,000 保険年金課

147 後期高齢者医療制度費医療費公費負担事業 662,818 保険年金課

148 後期高齢者医療特別会計繰出金事務 182,370 保険年金課

149 被災住宅復興支援利子補給補助金交付事業 3,434 都市計画課

衛 生 費 3,033,005

150 笠間地方広域事務組合事業 121,846 市民課

151 環境基本計画推進事業 957 環境保全課

152 市民環境活動促進事業 1,754 環境保全課

153 環境対策事業 3,990 環境保全課

154 資源物集団回収等補助事業 5,000 環境保全課

155 環境不法行為監視事業 11,884 環境保全課

156 清掃センター跡地対策事業 1,742 環境保全課

157 分別収集事業 188,039 環境保全課
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(単位：千円)

予算額 担当部署名　　　　　称

158 地球温暖化防止等事業基金事業 38,113 環境保全課

159 笠間・水戸環境組合事業 412,404 環境保全課

160 笠間地区塵芥処理事業 241,911 環境保全課

161 一般廃棄物処理基本計画策定事業 4,422 環境保全課

162 茨城地方広域環境事務組合事業 68,191 環境保全課

163 筑北環境衛生組合事業 86,303 環境保全課

164 エコフロンティアかさま対策事業 2,367 環境保全課

165 福田地区地域振興整備基金事業 100,429 環境保全課

166 福田地区地域振興整備事業 562,937 環境保全課

167 地域医療対策事業 7,747 健康増進課

168 かさま健康ダイヤル２４事業 3,671 健康増進課

169 ヘルスロード活用推進事業 2,888 健康増進課

170 予防接種事業 156,839 健康増進課

171 各種検診推進事業 67,857 健康増進課

172 訪問歯科保健事業 1,070 健康増進課

173 健康増進事業 1,481 健康増進課

174 歯科保健推進事業 229 健康増進課

175 母子保健事業 58,957 健康増進課

176 未熟児養育医療事業 4,287 健康増進課

177 特定不妊治療費補助事業 6,650 健康増進課

178 子育て世代包括支援センター事業 3,747 健康増進課

179 健康づくり推進事業 1,648 健康増進課

180 保健センター管理事業 20,389 健康増進課

181 地域医療センターかさま建設事業 389,268 健康増進課

182 合併処理浄化槽整備事業 111,694 下水道課

農 林 水 産 業 費 1,092,679

183 中山間地域等直接支払事業 1,645 農政課
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(単位：千円)

予算額 担当部署名　　　　　称

184 地場農産物振興拡大事業 11,150 農政課

185 土づくり運動推進事業 1,049 農政課

186 環境保全型農業直接支援対策事業 2,099 農政課

187 鳥獣被害防止総合支援事業 14,252 農政課

188 遊休農地等を活用した笠間の栗生産拡大事業 4,051 農政課

189 日本一の栗の産地づくり推進事業 19,735 農政課

190 鳥獣被害防止地域支援事業 1,964 農政課

191 農業政策推進事業 3,930 農政課

192 遊休農地活用緊急対策事業 2,245 農政課

193 担い手対策強化促進事業 5,958 農政課

194 新規就農総合支援事業 7,500 農政課

195 農地集積協力事業 9,860 農政課

196 農業公社運営事業 20,880 農政課

197 クラインガルテン事業 1,090 農政課

198 クラインガルテン整備事業 18,069 農政課

199 笠間市農林業振興基本計画策定事業 2,206 農政課

200 経営体育成支援事業 9,000 農政課

201 水田農業推進事業 50,175 農政課

202 水田航空防除事業 2,688 農政課

203 新規需要米流通助成事業 8,400 農政課

204 畜産業推進事業 3,309 農政課

205 土地改良推進事業 3,228 農政課

206 市単土地改良事業 3,715 農政課

207 土地改良区事業 18,728 農政課

208 霞ヶ浦用水事業（経常） 1,463 農政課

209 霞ヶ浦用水事業（臨時） 17,410 農政課

210 経営体育成基盤整備事業（滝川地区） 2,010 農政課
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(単位：千円)

予算額 担当部署名　　　　　称

211 経営体育成基盤整備事業（大渕地区） 2,511 農政課

212 石岡台地用水事業 23,913 農政課

213 多面的機能支払交付金事業 88,845 農政課

214 農業競争力強化基盤整備事業（北川根地区） 37,483 農政課

215 農業競争力強化基盤整備事業（市原地区） 26,385 農政課

216 県単土地改良事業 4,693 農政課

217 農山漁村地域整備交付金事業（大古山地区） 20,692 農政課

218 経営体育成基盤整備事業（友部小原地区） 7,011 農政課

219 経営体育成基盤整備事業（友部中央地区） 1,160 農政課

220 経営体育成基盤整備事業（随分付地区） 15,462 農政課

221 経営体育成基盤整備事業（押辺・安居地区） 2,515 農政課

222 森林機能緊急回復整備事業 27,290 農政課

223 身近なみどり整備推進事業 2,000 農政課

224 森林クラウドシステム整備事業 2,346 農政課

225 林道維持管理事業 1,979 農政課

226 農業委員報酬 9,252 農業委員会事務局

227 農地利用最適化推進委員報酬 7,800 農業委員会事務局

228 遊休農地対策事業 4,664 農業委員会事務局

229 農業集落排水事業特別会計繰出金事務 296,473 下水道課

商 工 費 515,050

230 商店街活性化事業 3,321 商工観光課

231 中小企業活動促進支援事業 8,000 商工観光課

232 中小企業金融支援事業 81,680 商工観光課

233 雇用対策事業 2,655 商工観光課

234 地場産業支援事業（稲田みかげ石振興） 1,340 商工観光課

235 地場産業支援事業（笠間焼振興） 12,762 商工観光課

236 笠間ファン倶楽部推進事業 1,502 商工観光課
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(単位：千円)

予算額 担当部署名　　　　　称

237 商工会補助事業 20,000 商工観光課

238 笠間いなり寿司推進事業 1,434 商工観光課

239 ふるさとまつり事業 9,030 商工観光課

240 創業支援事業 4,672 商工観光課

241 買い物弱者支援事業 895 商工観光課

242 いばらき伝統的工芸品産業推進事業 5,000 商工観光課

243 かさま観光大使雇用事業 2,275 商工観光課

244 観光協会強化促進事業 31,810 商工観光課

245 笠間のまつり事業 7,290 商工観光課

246 観光周遊バス運行協議会事業 4,200 商工観光課

247 観光案内所運営委託事業 1,753 商工観光課

248 広域観光推進事業 5,463 商工観光課

249 観光戦略推進事業 2,009 商工観光課

250 つつじまつり事業 6,816 商工観光課

251 菊まつり事業 10,208 商工観光課

252 観光ＰＲ戦略事業 2,623 商工観光課

253 観光施設管理事業 9,713 商工観光課

254 愛宕山管理事業 54,286 商工観光課

255 工芸の丘管理事業 14,018 商工観光課

256 つつじ公園管理事業 36,051 商工観光課

257 北山公園管理事業 19,006 商工観光課

258 駐車場管理事業 4,380 商工観光課

259 菊栽培所管理事業 11,933 商工観光課

260 誘導看板整備事業（愛宕山） 3,090 商工観光課

261 石の百年館管理事業 3,805 商工観光課

土 木 費 3,230,820

262 市道新設改良事業 215,874 建設課
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(単位：千円)

予算額 担当部署名　　　　　称

263 友部駅周辺整備事業（地区道路） 76,361 建設課

264 友部地区（八雲）浸水対策事業 43,000 建設課

265 友部駅周辺整備事業（公共施設誘導サイン設置） 9,004 建設課

266 市道（友）2級5号線整備事業（随分附） 123,618 建設課

267 市道（友）1級11号線整備事業（矢野下） 63,773 建設課

268 市道（笠）2111号線整備事業 24,000 建設課

269 市道（笠）3592号線整備事業 33,900 建設課

270 笠間小原線整備事業 61,866 建設課

271 来栖本戸線整備事業 205,975 建設課

272 南友部平町線整備事業 265,690 建設課

273 市道（笠）2237号線整備事業（下市毛） 11,020 建設課

274 市道（岩）西277号線整備事業（大網） 13,401 建設課

275 市道（友）3206号線整備事業（旭町） 75,132 建設課

276 市道（笠）0218号線整備事業（日沢） 23,984 建設課

277 市道（笠）1251号線整備事業（池野辺） 10,084 建設課

278 道路台帳更新事業 18,740 管理課

279 交通安全対策事業 10,700 管理課

280 土地情報管理事業 4,425 管理課

281 道路維持事業（友部地区） 51,672 管理課

282 道路維持事業（笠間地区） 62,444 管理課

283 道路維持事業（岩間地区） 30,345 管理課

284 橋梁長寿命化修繕事業 15,450 管理課

285 橋梁定期点検事業 21,730 管理課

286 橋梁長寿命化修繕計画策定事業 37,080 管理課

287 友部駅南北自由通路・駅前広場管理事業 19,210 管理課

288 岩間駅東西自由通路・駅前広場管理事業 7,363 管理課

289 公園施設管理事業 33,868 管理課
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(単位：千円)

予算額 担当部署名　　　　　称

290 笠間芸術の森公園管理事業 125,963 管理課

291 住宅管理事業 33,939 管理課

292 市営住宅長寿命化事業 32,707 管理課

293 都市計画総務事務 7,572 都市計画課

294 安居工業地域整備推進事業 14,712 都市計画課

295 屋外広告物適正化事務 2,411 都市計画課

296 都市計画基礎調査事業 10,034 都市計画課

297 木造住宅耐震化推進事業 5,508 都市計画課

298 宅地耐震化推進事業 5,724 都市計画課

299 県道水戸岩間線歩行者空間整備事業 3,154 都市計画課

300 公園事業促進事務 6,963 都市計画課

301 公園施設長寿命化事業 38,000 都市計画課

302 岩間駅東土地区画整理事業繰出金事務 4,519 都市計画課

303 空家政策推進事業 21,917 都市計画課

304 笠間稲荷周辺まちづくり拠点管理事業 1,783 まちづくり推進課

305 笠間稲荷周辺まちづくり拠点整備事業 38,030 まちづくり推進課

306 公共下水道特別会計繰出金事務 885,265 下水道課

消 防 費 1,421,836

307 災害対策事業 2,266 総務課

308 自主防災組織育成事業 1,036 総務課

309 地域防災計画策定事業 5,262 総務課

310 茨城県立消防学校入校負担金 3,051 消防本部

311 消防団員報酬 20,254 消防本部

312 退職消防団員報償金 22,750 消防本部

313 消火栓整備事業 4,536 消防本部

314 防火水槽整備事業 37,081 消防本部

315 常備消防車両更新事業 99,674 消防本部

38



(単位：千円)

予算額 担当部署名　　　　　称

316 非常備消防車両等更新事業 18,143 消防本部

教 育 費 3,319,712

317 民間幼稚園運営事業 30,149 子ども福祉課

318 幼稚園一時預かり事業 1,440 子ども福祉課

319 教育委員報酬 2,160 学務課

320 グローカル人材育成事業 45,038 学務課

321 心の教室相談員活用事業 1,930 学務課

322 特別支援教育支援員配置事業 30,649 学務課

323 教育情報ネットワークシステム運用管理事業 35,373 学務課

324 教育情報ネットワークシステム更新事業 1,337 学務課

325 学力向上支援事業 45,523 学務課

326 英語教育強化推進事業 45,612 学務課

327 スクールソーシャルワーカー配置事業 10,656 学務課

328 適応指導教室事業 14,205 学務課

329 原子力・エネルギー教育支援事業 1,000 学務課

330 スクールバス運行委託料 147,913 学務課

331 小学校整備事業 31,549 学務課

332 小学校給食管理事業 165,637 学務課

333 小学校給食設備整備事業 6,640 学務課

334 理科支援員配置事業 1,353 学務課

335 小学校理科設備整備事業 5,610 学務課

336 要保護・準要保護児童援助事業 22,618 学務課

337 小学校特別支援教育就学奨励事業 2,091 学務課

338 みなみ学園ＩＣＴ事業（小学校） 19,039 学務課

339 中学校整備事業 12,978 学務課

340 中学校給食管理事業 88,316 学務課

341 中学校給食設備整備事業 2,427 学務課
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(単位：千円)

予算額 担当部署名　　　　　称

342 クラブ活動支援事業 1,406 学務課

343 中学校理科設備整備事業 3,060 学務課

344 中学校特別支援教育就学奨励事業 1,150 学務課

345 要保護・準要保護生徒援助事業 32,892 学務課

346 みなみ学園ＩＣＴ事業（中学校） 18,609 学務課

347 友部第二中学校校舎整備事業 11,816 学務課

348 私立幼稚園運営補助事業 1,764 学務課

349 笠間給食センター管理運営事業 34,769 学務課

350 岩間給食センター管理運営事業 8,220 学務課

351 岩間給食センター施設整備事業 26,982 学務課

352 社会教育指導員報酬 5,760 生涯学習課

353 茨城国際音楽アカデミーinかさま事業 4,016 生涯学習課

354 全国こども陶芸展推進事業 6,850 生涯学習課

355 青少年劇場小公演事業 1,195 生涯学習課

356 筑波海軍航空隊展示運営事業 6,000 生涯学習課

357 高齢者芸術鑑賞事業 1,200 生涯学習課

358 歴史展示コーナー整備事業 24,344 生涯学習課

359 市史研究事業 1,688 生涯学習課

360 筑波海軍航空隊記念館整備事業 15,450 生涯学習課

361 時習館200周年記念事業 1,814 生涯学習課

362 資料館運営事業 3,617 生涯学習課

363 岩間体験学習館（分校）管理運営事業 1,207 生涯学習課

364 青少年相談員事業 1,234 生涯学習課

365 成人式事業 3,108 生涯学習課

366 寺子屋事業 6,689 生涯学習課

367 生活困窮者学習支援事業 1,344 生涯学習課

368 指定文化財保護事業 1,555 生涯学習課
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(単位：千円)

予算額 担当部署名　　　　　称

369 笠間城跡保存整備調査事業 15,444 生涯学習課

370 埋蔵文化財保護事業 3,183 生涯学習課

371 公民館講座運営事業（友部） 918 公民館

372 友部公民館施設整備事業 8,537 公民館

373 公民館講座運営事業（笠間） 708 公民館

374 笠間公民館リニューアル事業 495,598 公民館

375 地区公民館運営事業 2,925 公民館

376 地区公民館施設整備事業 9,319 公民館

377 公民館講座運営事業（岩間） 780 公民館

378 図書等資料購入費 30,090 図書館

379 県下中学校交歓笠間市駅伝大会事業 1,603 スポーツ振興課

380 かさま陶芸の里ハーフマラソン大会事業 7,500 スポーツ振興課

381 体育協会支援・強化事業 2,455 スポーツ振興課

382 スポーツ推進委員活動支援事業 1,839 スポーツ振興課

383 スポーツ少年団補助金交付事業 1,716 スポーツ振興課

384 茨城国体推進事業 4,411 スポーツ振興課

385 市民運動会事業 8,000 スポーツ振興課

386 東京オリンピック・パラリンピックホストタウン推進事業 1,371 スポーツ振興課

387 スポーツ施設指定管理委託料 64,178 スポーツ振興課

388 市民球場整備事業 204,140 スポーツ振興課

公 債 費 3,184,723

389 地方債元金償還事務（一般会計） 2,951,031 財政課

390 地方債利子償還事務（一般会計） 233,192 財政課

諸 支 出 金 404,871

391 病院事業支出金 314,199 財政課

392 上水道事業支出金 90,672 財政課
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国県支出金 地方債 その他 一般財源

1 第５駐車場環境改善事業 10,200 10,200 資産経営課

2
市民センターいわま大規模改
修事業

221,200 210,100 11,100
地域課
(岩間支所)

3
地域交流センター整備事業
（岩間地区）

329,335 160,800 160,100 8,435 市民活動課

4 防犯灯整備事業 4,862 4,862 市民活動課

5 児童クラブ整備事業 34,080 17,308 15,900 872
子ども福祉
課

6 ヘルスロード活用推進事業 2,668 2,668 健康増進課

7
地域医療センターかさま建設
事業

387,004 7,156 341,800 38,048 健康増進課

8 福田地区地域振興整備事業 562,937 561,437 1,500 環境保全課

9 市単土地改良事業 3,236 3,236 農政課

10
経営体育成基盤整備事業
（滝川地区）

2,000 2,000 農政課

11
農業競争力強化基盤整備事業
（北川根地区）

37,473 37,473 農政課

12
農業競争力強化基盤整備事業
（市原地区）

26,375 26,375 農政課

13
農山漁村地域整備交付金事業
（大古山地区）

20,651 11,700 3,101 5,850 農政課

14
経営体育成基盤整備事業
（友部小原地区）

7,000 7,000 農政課

15
経営体育成基盤整備事業
（随分付地区）

15,450 15,450 農政課

16 森林機能緊急回復整備事業 17,510 17,000 510 農政課

3　主な普通建設事業
（単位：千円)

名称 予算額
財源内訳

担当部署
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国県支出金 地方債 その他 一般財源

（単位：千円)

名称 予算額
財源内訳

担当部署

17 愛宕山管理事業 37,236 23,300 13,936 商工観光課

18
誘導看板整備事業
（愛宕山）

3,090 3,000 90 商工観光課

19 市道新設改良事業 211,930 211,930 建設課

20
友部駅周辺整備事業
（地区道路）

76,350 62,000 13,600 750 建設課

21
友部地区（八雲）浸水対策事
業

43,000 40,800 2,200 建設課

22
友部駅周辺整備事業
（公共施設誘導サイン設置）

9,004 7,700 1,304 建設課

23
市道（友）2級5号線整備事業
（随分附）

123,600 66,000 54,500 3,100 建設課

24
市道（友）1級11号線整備事業
（矢野下）

63,770 34,210 28,000 1,560 建設課

25 市道（笠）2111号線整備事業 24,000 12,870 10,500 630 建設課

26 市道（笠）3592号線整備事業 33,900 18,150 14,900 850 建設課

27 笠間小原線整備事業 61,800 33,000 27,300 1,500 建設課

28 来栖本戸線整備事業 205,570 110,000 90,700 4,870 建設課

29 南友部平町線整備事業 265,690 141,900 117,600 6,190 建設課

30 市道（笠）2237号線整備事業 11,020 10,400 620 建設課

31
市道（岩）西277号線整備事業
（大網）

13,390 6,500 6,500 390 建設課

32
市道（友）3206号線整備事業
（旭町）

75,100 36,500 36,700 1,900 建設課
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国県支出金 地方債 その他 一般財源

（単位：千円)

名称 予算額
財源内訳

担当部署

33
市道（笠）0218号線整備事業
（日沢）

23,984 11,647 11,700 637 建設課

34
市道（笠）1251号線整備事業
（池野辺）

10,080 4,900 4,900 280 建設課

35 橋梁長寿命化修繕事業 15,450 8,250 7,200 管理課

36 公園施設管理事業 13,360 13,360 管理課

37 市営住宅長寿命化事業 32,707 11,250 21,457 管理課

38 安居工業地域整備推進事業 14,700 14,700 都市計画課

39
県道水戸岩間線歩行者空間整
備事業

3,154 3,000 154 都市計画課

40 公園事業促進事務 6,912 6,912 都市計画課

41
笠間稲荷周辺まちづくり拠点
整備事業

37,260 35,300 1,960
まちづくり
推進課

42 消防庁舎管理事業 3,785 3,785 消防本部

43 防火水槽整備事業 34,300 13,465 20,835 消防本部

44 常備消防車両更新事業 99,386 94,400 4,986 消防本部

45 非常備消防車両等更新事業 17,899 17,000 899 消防本部

46 小学校整備事業 24,127 24,127 学務課

47 中学校整備事業 4,514 4,514 学務課

48 友部第二中学校校舎整備事業 11,816 11,200 616 学務課
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国県支出金 地方債 その他 一般財源

（単位：千円)

名称 予算額
財源内訳

担当部署

49 友部公民館施設整備事業 8,537 8,537 公民館

50 笠間公民館リニューアル事業 491,135 445,400 45,735 公民館

51 地区公民館施設整備事業 9,280 9,280 公民館

52 市民球場整備事業 204,140 100,000 104,140
スポーツ振
興課

53 合併処理浄化槽整備事業 111,640 87,105 24,535 下水道課

※普通建設事業費は，総務省地方財政状況調査要領（決算統計)の普通建設事業区分
により算出しておりますので，一部予算書記載額とは異なります。
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（ 単位：千円 ）

No. 名　　　　　　　称 予 算 額 担当部署 備　　考

1 女性リーダー養成事業補助金 200 秘書課

2 路線バス運行対策事業補助金 17,109 企画政策課

3 企業立地促進補助金 500,000 企画政策課

4 新規立地企業従業員家賃補助金 4,800 企画政策課

5 統計協会補助金 591 企画政策課

6 笠間市区長会補助金 603 総務課

7 自主防災組織活動育成補助金 1,000 総務課

8 防災士育成補助金 100 総務課

9 市民憲章推進団体補助金 300 市民活動課

10 笠間市国際交流協会補助金 500 市民活動課

11 出会い創出支援事業助成金 300 市民活動課

12 まちづくり市民活動助成金 1,700 市民活動課

13 地域集会所建設事業補助金 1,067 市民活動課

14 自治総合センターコミュニティー助成金 2,500 市民活動課

15 地域コミュニティ創生モデル事業助成金 1,800 市民活動課

16 団体支援助成金 500 市民活動課

17 笠間市消費者友の会補助金 174 市民活動課

18 地域活性化支援補助金 500 市民活動課 新規

19 防犯連絡員協議会補助金 383 市民活動課

第４　平成２９年度　補助金交付の状況

　平成２９年度に交付を予定している補助金は１５８件で次のとおりです。

　平成２８年度当初予算及び平成２７年度繰越予算と比較して，平成２９年度に新たに交付する

補助金は，「ものづくり作家創業支援事業補助金」や「農業被害防止事業補助金」など５件と

なっております。

　また，目的の達成等により終了する補助金は，「安心こども基金小規模保育整備事業費補助

金」や「農産振興条件整備支援事業補助金」など１６件です。

　今後とも，時代のニーズにあった事業で，市民の福祉に貢献し，公益上必要があると認められ

るものに対しては，予算の範囲内において補助金を交付し，目的を達成した補助金については廃

止していきます。
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No. 名　　　　　　　称 予 算 額 担当部署 備　　考

20 防犯灯設置補助金 3,762 市民活動課

21 交通安全母の会補助金 200 市民活動課

22 環境美化推進協議会補助金 50 環境保全課

23 資源物分別回収団体補助金 5,000 環境保全課

24 ごみ集積ボックス設置費補助金 700 環境保全課

25 エコフロンティアかさま福田地区対策協議会補助金 1,300 環境保全課

26 福田地区地域振興整備補助金 3,931 環境保全課

27 民生委員児童委員協議会補助金 11,567 社会福祉課

28 更生保護女性会補助金 216 社会福祉課

29 保護司会補助金 810 社会福祉課

30 遺族連合会補助金 247 社会福祉課

31 遺族連合会特別補助金 420 社会福祉課

32 臨時福祉給付金 210,000 社会福祉課

33 ボランティアセンター事業補助金 6,110 社会福祉課

34 社会福祉協議会補助金 64,191 社会福祉課

35 笠間市手をつなぐ育成会補助金 90 社会福祉課

36 身体障害者福祉協会補助金 100 社会福祉課

37 茨城県地域人権運動連合会笠間支部補助金 50 社会福祉課

38 全日本同和会茨城県連合会友部支部補助金 520 社会福祉課

39 部落解放愛する会茨城県連合会笠間支部補助金 520 社会福祉課

40 笠間市人権擁護委員協議会補助金 351 社会福祉課

41 放課後児童健全育成事業補助金 15,987 子ども福祉課

42 障害児保育対策事業補助金 4,800 子ども福祉課

43 一時預かり保育事業補助金 8,945 子ども福祉課

44 民間保育所等乳児等保育事業費補助金 7,013 子ども福祉課

45 一時預かり保育事業補助金 18,358 子ども福祉課

46 実費徴収給付補助金 378 子ども福祉課

47 多子世帯保育料軽減事業補助金 9,752 子ども福祉課

48 延長保育事業補助金 5,466 子ども福祉課

49 病児保育事業補助金 21,259 子ども福祉課

47



No. 名　　　　　　　称 予 算 額 担当部署 備　　考

50 一時預かり保育事業補助金 1,440 子ども福祉課

51 高齢者クラブ連合会補助金 6,164 高齢福祉課

52 高齢者スポーツ活動補助金 200 高齢福祉課

53 三世代ふれあい事業補助金 1,430 高齢福祉課

54 シルバー人材センター補助金 10,000 高齢福祉課

55 献血連合会補助金 550 健康増進課

56 骨髄移植ドナー補助金 140 健康増進課

57 県外定期予防接種補助金 327 健康増進課

58 笠間地方精神障害者後援会補助金 34 健康増進課

59 妊婦乳児健診費補助金 490 健康増進課

60 特定不妊治療費補助金 6,650 健康増進課

61 中山間直接支払補助金(南指原) 1,061 農政課

62 中山間直接支払補助金(金谷) 584 農政課

63 笠間の栗を考える会補助金 4,400 農政課

64 主要農産物生産振興支援事業補助金 30 農政課

65 土づくり運動推進事業補助金 1,000 農政課

66 環境保全型農業直接支援対策事業補助金 2,099 農政課

67
わな猟免許取得促進助成金
（笠間市鳥獣被害対策実施隊対象分）

205 農政課

68 鳥獣被害防止総合支援事業補助金 3,724 農政課

69 栗産地強化支援事業補助金 1,650 農政課

70 わな猟免許取得促進助成金（一般市民対象分） 264 農政課 新規

71 農業被害防止事業補助金 1,200 農政課 新規

72 イノシシ捕獲補助金 500 農政課 新規

73 農業経営基盤強化資金利子助成補助金 386 農政課

74 遊休農地再生支援補助金 350 農政課

75 営農定着支援補助金 1,585 農政課

76 指定作物推奨補助金 200 農政課

77 営農支援団体等補助金 60 農政課

78 農業近代化資金利子助成補助金 55 農政課

79 担い手対策強化促進事業補助金 5,950 農政課

48



No. 名　　　　　　　称 予 算 額 担当部署 備　　考

80
担い手対策強化促進事業補助金
（新規就農総合支援事業）

7,500 農政課

81 地域集積協力金事業補助金 7,560 農政課

82 耕作者集積協力金事業補助金 500 農政課

83 経営転換協力金事業補助金 1,800 農政課

84 系統農業災害資金（降雹等）利子助成補助金 1 農政課

85 農業公社運営補助金 15,964 農政課

86 経営体育成支援事業補助金 9,000 農政課

87 水田農業奨励事業補助金 36,869 農政課

88 経営所得安定対策直接支払推進事業補助金 9,834 農政課

89 水田航空防除事業補助金 2,688 農政課

90 新規需要米流通助成事業補助金 8,400 農政課

91 家畜伝染病予防事業補助金 547 農政課

92 小規模土地改良事業補助金 2,500 農政課

93 土地改良施設維持管理適正化事業補助金 1,010 農政課

94 土地改良事業運営協議会補助金 13,718 農政課

95 県単土地改良事業補助金 4,693 農政課

96 森林愛護運動推進事業補助金 52 農政課

97 笠間西茨城森林組合指導補助金 600 農政課

98 林業担い手育成強化対策事業補助金 156 農政課

99 たばこ販売協同組合補助金 100 商工観光課

100 市街地活性化推進事業補助金 850 商工観光課

101 企業活動支援事業補助金 8,000 商工観光課

102 自治金融・振興金融保証料補給補助金 32,000 商工観光課

103 自治金融・振興金融利子補給補助金 18,000 商工観光課

104 笠間地区建設高等職業訓練校協会補助金 1,058 商工観光課

105 茨城県石材業協同組合連合会補助金 1,340 商工観光課

106 笠間焼協同組合補助金（振興対策事業分） 1,860 商工観光課

107 陶炎祭交通渋滞対策補助金 1,000 商工観光課

108 笠間焼産地後継者育成補助金 7,750 商工観光課

109 商工会補助金 20,000 商工観光課
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No. 名　　　　　　　称 予 算 額 担当部署 備　　考

110 天狗の郷・バザールｄｅいわま運営補助金 300 商工観光課

111 ふるさとまつりinかさま補助金 8,730 商工観光課

112 ものづくり作家創業支援事業補助金 4,260 商工観光課 新規

113 観光協会補助金 31,810 商工観光課

114 笠間のまつり実行委員会補助金 7,290 商工観光課

115 笠間の菊まつり連絡協議会補助金 7,500 商工観光課

116 被災住宅復興支援利子補給補助金 3,434 都市計画課

117 空家利活用補助金 11,400 都市計画課

118 空家解体撤去補助金 4,500 都市計画課

119 市街地活性化事業補助金 30,000 まちづくり推進課

120 合併処理浄化槽設置整備事業補助金 111,640 下水道課

121 教育研究会補助金 1,000 学務課

122 遠距離通学費補助金 2,400 学務課

123 児童・生徒通学用ヘルメット購入補助金 936 学務課

124 関東・全国大会出場補助金（小学校） 150 学務課

125 関東・全国大会出場補助金（中学校） 1,600 学務課

126 私立幼稚園特別支援教育費補助金 1,764 学務課

127 笠間市ＰＴＡ連絡協議会補助金 200 生涯学習課

128 社会教育推進事業補助金 600 生涯学習課

129 文化協会事業費補助金 549 生涯学習課

130 市子ども会育成連合会補助金 535 生涯学習課

131 指定文化財管理費補助金 500 生涯学習課

132 公民館まつり実行委員会補助金 302 友部公民館

133 市民展覧会実行委員会補助金 374 笠間公民館

134 市文化連盟補助金 152 笠間公民館

135 マラソン大会補助金 7,500 スポーツ振興課

136 体育協会補助金 2,455 スポーツ振興課

137 スポーツ少年団補助金 1,716 スポーツ振興課

138 茨城国体準備実行委員会補助金 4,411 スポーツ振興課

139 市民運動会実行委員会補助金 8,000 スポーツ振興課
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No. 名　　　　　　　称 予 算 額 担当部署 備　　考

140 幼少年婦人防火委員会補助金 455 消防本部

141 病院運営資金補助金 20,000 財政課

142 研修研究費補助金 4,250 財政課

143 共済追加費用補助金 2,746 財政課

144 基礎年金拠出金補助金 8,022 財政課

145 医師確保対策費補助金 650 財政課

146 医師派遣受入補助金 1,295 財政課

147 児童手当補助金 1,657 財政課

148 上水道広域化促進対策補助金 547 財政課

149 上水道高料金対策補助金 70,952 財政課

150 児童手当補助金 1,282 財政課

151 国民健康保険生活習慣病予防検診費補助金 18,250 保険年金課

152 特別調整交付金直営診療施設整備補助金 104,685 保険年金課

153 後期高齢者医療人間ドック等健診補助金 1,750 保険年金課

154 地元協力会補助金 134 下水道課

155 地元地区公民館運営補助金 510 下水道課

156 水洗便所改造資金利子補給補助金 4 下水道課

157 湖沼水質浄化下水道接続支援事業補助金 4,800 下水道課

158 農集排水施設接続支援事業費補助金 800 下水道課

1,703,095

※備考欄における「新規」は，平成28年度当初予算及び平成27年度繰越予算との比較によるものです。

平成２８年度３月補正予算で予算措置した補助金

（ 単位：千円 ）

No. 名　　　　　　　称 予 算 額 担当部署 備　　考

1 防犯対策強化事業補助金 838 高齢福祉課 新規

2 被災農業者向け経営体育成支援事業補助金 888 農政課 新規

3 畜産競争力強化整備事業補助金 621,510 農政課 新規

623,236

合　　　　　　　計

合　　　　　　　計
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廃止・終了等となった補助金

（ 単位：千円 ）

No. 名　　　　　　　称 前年度予算額 担当部署 備　　考

1 地域集会所建設事業補助金（大池田地区） 929 資産経営課 事業の終了

2 特別保育事業補助金 34,571 子ども福祉課 制度の終了

3 すこやか保育応援事業補助金 3,660 子ども福祉課 制度の終了

4 安心こども基金認定こども園整備事業費補助金 6,000 子ども福祉課 事業の終了

5 安心こども基金小規模保育整備事業費補助金 132,750 子ども福祉課 事業の終了

6 主要農産物総合支援事業補助金 3,119 農政課 事業の終了

7 産地改革チャレンジ事業補助金 1,650 農政課 事業の終了

8 農業被害防止事業補助金 1,000 農政課 事業の終了

9 認定農業者育成確保資金等利子助成補助金 14 農政課 事業の終了

10 集落営農組織法人化補助金 1,200 農政課 事業の終了

11 農産振興条件整備支援事業補助金 6,238 農政課 事業の終了

12 稲田石材商工業協同組合補助金 800 商工観光課 事業の終了

13 石材スラッジ処理協同組合補助金 1,000 商工観光課 補助の終了

14 かさまアマチュア陶芸展補助金 500 商工観光課 事業の終了

15 笠間焼普及拡大事業補助金 500 商工観光課 補助の終了

16 地域おこし協力隊起業支援補助金 1,000 まちづくり推進課 事業の終了

194,931

※備考欄における「制度の終了，補助の終了，事業の終了」は，各々以下のとおりです。

　・制度の終了 ・・・ 国・県等の補助制度終了に伴い，補助金の交付を終了するもの。

　・補助の終了 ・・・ 市による補助金の廃止により，補助金の交付を終了するもの。

　・事業の終了 ・・・ 補助事業の終了や補助要望・該当事業がないこと等により，補助金の交付を予定

　　　　　　　　　　　していないもの。

合　　　　　　　計
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（単位：千円）

借入予定額 元金償還予定額

29,847,883 31,560,128 3,446,800 2,944,664

15,948,878 15,982,834 772,200 1,131,318

4,057,377 4,000,389 175,500 197,056

69,878 56,026 0 13,887

71,445 474,248 661,100 6,625

3,297,197 3,017,058 40,000 322,164

53,292,658 55,090,683 5,095,600 4,615,714

平成２７年度末の実質公債費比率は9.2％となっています。（県平均は7.3％）

岩間駅東土地区画
整理事業特別会計

42,139

病院事業会計 1,128,723

水道事業会計 2,734,894

農業集落排水事業
特別会計

3,978,833

合　　計 55,570,569

一般会計 32,062,264

公共下水道事業
特別会計

15,623,716

第５　地方債の状況

　平成２９年度の地方債の借入予定額は，一般会計，特別会計及び企業会計を合わせて

5,095,600千円となっています。

　なお，平成２９年度末現在高見込額は，平成２８年度末見込額より479,886千円増の

55,570,569千円となります。

　また，一般会計においては，地域医療センターかさま整備事業や笠間公民館リニュー

アル事業，幹線道路整備事業，市民センターいわま整備事業に充てる合併特例債

2,006,800千円，普通交付税の代替措置である臨時財政対策債1,440,000千円を計上しま

した。

区　　分
平成27年度末

現在高
平成28年度末
現在高見込額

平成29年度
平成29年度末
現在高見込額
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【基金の状況】 （ 単位：千円 ）

取崩予定額 積立予定額

財政調整基金 7,144,608 7,477,925 820,000 1,777 6,659,702

減債基金 2,345,224 1,958,961 184,223 546 1,775,284

庁舎建設基金 115,684 115,788 12 115,800

国際交流基金 10,823 10,823 10,823

友部駅橋上化及び
自由通路整備基金

189,983 190,025 17 190,042

福祉更生事業基金 15,215 15,215 15,215

地域福祉基金 812,959 790,817 790,817

高齢者保健福祉基
金

143,980 133,624 10,347 12 123,289

岩間地区福祉振興
基金

34,658 34,666 4 34,670

みどりの基金 94,435 92,026 2,500 10 89,536

地球温暖化防止等
事業基金

192,709 205,108 27,009 38,113 216,212

福田地区地域振興
整備基金

774,490 561,869 561,437 100,429 100,861

農業活性化対策推
進基金

2,282 0 0

義務教育施設整備
基金

24,234 24,241 1 24,242

第６　基金の状況

　基金の状況は次のとおりです。

区分
平成27年度
末現在高

平成28年度末
現在高見込額

平成29年度
平成29年度末
現在高見込額
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【基金の状況】 （ 単位：千円 ）

取崩予定額 積立予定額
区分

平成27年度
末現在高

平成28年度末
現在高見込額

平成29年度
平成29年度末
現在高見込額

生涯学習振興基金 1,670 1,671 800 1 872

文化財保護基金 1 1 1

笠間駅北区画整理
整備基金

15,119 15,122 2 15,124

観光振興基金 1,925 1,925 1,925

ふるさと創生基金 299,473 243,278 67,427 28 175,879

消防団ほう賞基金 3,737 3,393 345 1 3,049

元気かさま応援基
金

19,411 22,277 22,277 30,002 30,002

まちづくり振興基
金（合併振興基
金）

1,751,999 1,723,081 71,298 800 1,652,583

東日本大震災復旧
支援金に関する基
金

1 1

復興まちづくり基
金

31,978 18,027 6,417 3 11,613

市街地活性化基金 234,058 219,102 30,000 15 189,117

企業立地促進基金 900,263 899,916 504,800 85 395,201

土地開発基金 1,481,177 1,481,960 457 1,482,417

国民健康保険会計
財政調整基金

1,395 1,395 1 1 1,395

介護給付費準備基
金

404,655 476,963 387 87,226 563,802
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【基金の状況】 （ 単位：千円 ）

取崩予定額 積立予定額
区分

平成27年度
末現在高

平成28年度末
現在高見込額

平成29年度
平成29年度末
現在高見込額

公共下水道事業基
金

188,156 205,680 16 205,696

農業集落排水事業
市債償還基金

38,112 26,470 25,940 6 536

17,274,413 16,951,349 2,335,209 259,565 14,875,705

（ 単位：千円 ）

充当額 担当部署

70 市民活動課

1,067 市民活動課

1,700 市民活動課

632 市民活動課

2,360 市民活動課

766 市民活動課

570 子ども福祉課

8,460 健康増進課

1,955 健康増進課

1,200 生涯学習課

3,179 生涯学習課

318 生涯学習課

22,277合　　　計

子ども支援事業

地域子育て支援拠点事業

予防接種事業

芸術文化支援事業

高齢者芸術鑑賞事業

茨城国際音楽アカデミーinかさま事業

文化財活用事業

まちづくり支援事業

協働のまちづくり推進事業

地域集会所建設（増改築）事業

商店街活性化事業

地域ポイント制度事業

合　計

【元気かさま応援基金】

　元気かさま応援基金は，まちづくりのためにいただいた「ふるさとづくり寄附金」を適

正に管理するために設置された基金です。平成２８年度にいただいた「ふるさとづくり寄

附金」も一度基金に積み立てた後，寄附をいただいた皆様のご厚意に沿った平成２９年度

以降の事業に活用してまいります。なお，平成２９年度の充当事業は次のとおりです。

事業の区分 充当事業名

市民活動助成事業

国際交流事業

子育て世代包括支援センター事業
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茨城租税債権管理機構
負担金

9,061 9,223 ▲ 162 ▲ 1.8 収税課

茨城県後期高齢者医療
広域連合負担金

26,113 24,331 1,782 7.3 保険年金課

笠間地方広域事務組合
負担金

121,846 147,507 ▲ 25,661 ▲ 17.4 市民課

笠間・水戸環境組合
負担金

404,309 319,848 84,461 26.4 環境保全課

笠間・水戸環境組合
地方交付税負担金

8,095 24,629 ▲ 16,534 ▲ 67.1 環境保全課

茨城地方広域環境
事務組合負担金

68,191 65,089 3,102 4.8 環境保全課

筑北環境衛生組合
負担金

86,303 89,628 ▲ 3,325 ▲ 3.7 環境保全課

合　　　計 723,918 680,255 43,663 6.4

（単位：千円）

第７　一部事務組合等への負担状況

　一部事務組合等への負担金は次のとおりです。

名　　　称
平成29年度
予 算 額

平成28年度
予 算 額

比較増減額 比較増減率 担当部署
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茨城県笠間市 

空家政策推進事業 

 国において「空家等対策の推進に関する特別措置法」が平成27年5月に完全施行され，平成28年度に，市において，総合的・計画的

な空家等対策を推進するため，「笠間市空家等対策計画」を策定した。平成29年度より空家等対策計画に基づく事業（空家等の適正
管理・空家バンク制度）を推進するとともに，空家等に対する相談や問題解決に早急に対応するため，専門スタッフとして空家コー
ディネーターを配置する。また，あらゆる相談にワンストップで対応できるように建築や不動産の専門家の協力を得て空家相談会を
開催する。 

事業背景・概要 

事業内容 

○協議会の運営 （98千円）  
  空家等対策計画の作成や変更，特定空家等の措置に関する助
言等を行う。 
 
○空家コーディネーターの配置 （3,552千円）【新規】 
 空家等に対する相談や問題解決に具体的にかつ早急に対応す
るため，専門スタッフとして雇用する。 
 
○空家等相談会委託料 （156千円） 【新規】 
 様々な分野の団体等の協力を得て，あらゆる相談にワンス
トップで対応できるように相談会を開催する。 
 
○空家利活用補助金 （11,400千円）【拡充】 
 ・修繕（修繕費用の1/2，限度額500千円） 
  ・空家取得（取得価格の3％，限度額300千円） 
 ・家賃補助（家賃の2カ月分，限度額100千円） 
 
○空家解体撤去補助金 （4,500千円） 【拡充】 
 （補助対象工事の1/3，限度額300千円） 
 
○事業推進費 （2,211千円） 
 
 

事業スキーム 

平成29年2月 事業総額：21,917千円 

空家等

適正に管理

されている空家等

利活用

解体撤去補助

適正管理解体撤去

空地活用へ

特定空家等となる

おそれがある空家等

特定空家等

管理不全状態空家等

空家バンク制度 空家活用支援

・修繕費用補助

・購入費用補助

・賃借費用補助

■空家等対策による適正管理の推進

・特措法による助言・指導、勧告、命令、戒告

・条例による助言・指導

■固定資産税の住宅用地特例の解除

■他法令による行政指導

空家コーディネーター配置

1



茨城県笠間市 

いなだこども園運営管理事業 

  安心して子どもを生み育てる環境を構築するため，乳幼児期からの子どもの発達に応じた適切な保護者の関わり，質の高い教育・
保育・安定した子育て支援等を展開し，子どもと保護者の双方の育成支援や適切な保育サービスの提供を推進する。 

 

事業背景・概要 

事業内容 
 

○いなだこども園運営管理事業（68,536千円）【新規】 
 笠間市立いなだこども園（平成29年4月開園） 
 （稲田幼稚園といなだ保育所を一体化した幼保連携型認定こども園） 
 
【園 の 特 色】 
・基礎体力づくりのため，戸外での遊びの充実を図ります。 
・調理室を完備し，全園児に完全給食を提供します。 
・年間を通して国際交流員による英語遊びを実施します。 
・子育てに関する相談や情報提供など，地域の子育て支援を 
 行います。 
 
【施設の概要】 
・敷地面積 10,148㎡ 
・延床面積 1,329.11㎡（木造平屋建） 
・保育室（0歳～5歳児）・事務室・調理室・保健室 
・遊戯室・子育て支援エリア 
・利用定員 123人  
 
                                       
 

平成29年2月 事業総額：68,536千円 

いなだこども園完成予想図 
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茨城県笠間市 

病児保育事業 

  幼児・児童が病気やけが，または，回復期にあるが，保育所や学校などの集団生活が難しく，保護者が就業，病気等で家庭保育が
困難な場合に，専用の部屋で一時的に預かることにより，安心して子育てができる環境を整備し，もって児童の福祉の向上を図るこ
とを目的とする。 
 

事業背景・概要 

事業内容 

病児・病後児保育事業内容 
 
○地域医療センターかさま病児保育事業（2,679千円）【新規】 
 平成30年4月にオープン予定の地域医療センターかさま内に，病児保育室を開設 
します。 
 平成29年度は，開設のための準備として備品等を整備します。 
 
【開設目的】共働きで，病気の児童を家庭で保育できない幼児・児童を一時的に 
      預かり保育します。 
【対象児童】市内居住の未就学児，小学生 
 
  
○病後児保育事業(かさまこども園内)（2,955千円）【拡充】 
 病気やけがの回復期にあり，集団または家庭での保育が困難な場合，専用の部屋で 
一時的に預かり保育します。 
 
【対象児童】市内に居住の未就学児，または市内の保育園・幼稚園・認定こども園 
      小規模保育事業所に在籍している児童。 
【利 用 日】月曜日～金曜日(祝日・年末年始を除く) 
【利用時間】午前9時～午後4時まで 
【利用定員】1日3人まで(予約優先) 
【利用料金】1日2,000円 
  

平成29年2月 事業総額:5,634千円 

かさまこども園病後児保育室 
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茨城県笠間市 

地域医療センターかさま整備事業 

  市立病院は，昭和54年の全面改築以来37年が経過し，建物の老朽化・狭隘化が著しいことや，災害時の対応などにも改善が必要と
なっていることから，市民に対し安心できる医療を提供するため, 平成３０年４月オープンを目指し新設・移転整備を実施する。 
 平成28年度からの継続事業である当該事業は，市立病院に保健センター・地域包括支援センター・病児保育ルームなどを併設し，
多職種による連携・協働体制を強化するとともに，地域完結型の保健・医療・介護・福祉の包括ケアを推進していく。  
 
 

事業背景・概要 

事業内容 

【地域医療センターかさま整備事業】【拡充】 
○整備場所                      
 笠間市南友部字東遠原１９６６－１他 7186.19㎡   
○事業費 
    建設工事 1,161,228千円 

  医療機器等 205,549千円  
○事業期間 
 平成２８年度～平成２９年度 
○計画建物                                           
 鉄筋コンクリート構造２階建 3999.43㎡       
○建物用途 
 ・市立病院（病床30床、外来、在宅医療：診療、リハビリ等） 

 ・訪問看護ステーション 
 ・居宅介護支援事業所  
 ・健康増進課(保健センター/子育て世代包括支援センター) 
 ・地域包括支援センター 
 ・病児保育ルーム 
 
 
 

完成予想図 

平成29年2月 事業総額 1,366,777千円 

平成30年4月オープン予定 

4



茨城県笠間市 

若者就職応援プロジェクト 

  近年の経済情勢における回復基調の中で，地域経済を担う中小企業や小規模事業者においても採用意欲が高まっていることから，
関係団体等と連携し，インターンシップの受け入れや就職面接会等を実施することにより，若者等の市外への流出を防ぎ，笠間市に
おける持続的な人材の確保及び定着させる仕組みづくりを行う。 
 

事業背景・概要 

事業内容 

○インターンシップ受入れ【中学生～大学生】 
 中高生及び大学生を対象に，笠間市役所へのインターンシップを受入れる。 
 
○就職面接会の実施【高校生・大学生・未就職者】（97千円） 
 高校生及び大学生，既卒3年以内の者を対象とした市内企業における 
合同就職面接会を実施する。 
 
○ハローワーク笠間との連携 
 求人情報一覧の提供，就職面接会等を行う。 
 
○笠間陶芸大学校学生等後継者育成支援（7,750千円） 
 国の伝統的工芸品の認定を受けている笠間焼の担い手の育成を図るため 
住居の家賃や窯元等における研修費用等に対して助成する。 
 
 
 
 
 
                                           笠間市就職面接会 
 

平成29年2月 事業総額：7,847千円 
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茨城県笠間市 

創業支援事業【新規】 

 本市において，新たな雇用の創出を図るため，新規創業者への支援策として創業塾を開設し，創業希望者に対する支援を行う。 
 また，本市には，陶芸家等の活躍により培われてきたものづくりの文化が根付いていることから，ものづくり作家の移住や創業を支
援することにより，新たな雇用を創出し，本市商工業の活性化を図るとともに，「芸術のまち」のイメージづくりに取り組んでいく。 
 
 

事業背景・概要 

事業内容 

○創業支援塾開催への支援（400千円） 
 創業して成功するために必要なビジネスの実践的な知識
「経営」，「財務」，「人材育成」，「販路開拓」について，
学ぶ機会を作る。 
 
○ものづくり作家への創業支援（4,272千円） 
 ものづくり作家創業支援補助事業 
 ①住居又は工房の家賃補助 
 ②建物又は土地付建物購入補助 
 ③創作施設修繕補助 
 ④設備購入補助 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業スキーム 

平成29年2月 事業総額：4,672千円 

ものづくり作家による芸術のまちづくり 

ものづくり作家創業 

作品の販売・作品の展示・体験教室・アトリエのネットワーク
化・共同イベント・地域の協力 

美術大学アトリエツアーの実施・交流人口の増加・「芸術のま
ち」イメージの定着 

協議会：情報提供等 

空き家バンク・芸術団体・金融団・商
工会・観光協会・リフォーム工房・不
動産業界 

笠間市補助金 
家賃補助・設備購入補助 
不動産購入補助・修繕補助 
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茨城県笠間市 

笠間地区建設高等職業訓練校支援プロジェクト 

 現在，国の経済対策等によって，経済・雇用情勢は，回復傾向にある一方，少子高齢化が急速に進展し，労働力人口の減少がみら
れ，産業界での人材不足や若年層における非正規労働者の増加などが課題となっている。 
 こうした中，地域間競争に勝ち抜く活力ある産業の実現，雇用の安定，市民生活の向上等を図るためには，労働者の職業能力の向
上を図ることが必要であることから，職業訓練法人等が行う職業訓練に対し支援し，人材育成の取組みを推進します。 
 

事業背景・概要 

事業内容 

○笠間地区建設高等職業訓練校の運営への支援（1,058千円）【拡充】 
 笠間地区建設高等職業訓練校は，職業能力開発促進法に定められた基準 
に合致し，知事の認定を受けた認定職業訓練校であり，建設業の伝統技術 
を継承するための後継者を育成し，伝統技術を守っていく役割があること 
から，職業訓練校の運営に対し支援していく。 
 
【笠間地区建設高等職業訓練校】 
 運営母体：職業訓練法人 笠間地区建設高等職業訓練校協会 
 住  所：笠間市笠間1688-11 
 専攻科名：建築施工系・木造建築科 
 期  間：3年 
 
 
○笠間地区建設高等職業訓練校の修繕への支援（1,500千円）【新規】 
 笠間地区建設高等職業訓練校は，昭和37年1月に認可を受け，施設も 
老朽化し傷みも激しいことから，施設の修繕費に対し支援していく。 
 
 
                                        笠間地区建設高等職業訓練校 
 

平成29年2月 事業総額：2,558千円 
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  日本有数の生産量を要素とし，「笠間にしかない・笠間らしい・体感できる」栗によるブランド化に向け，品質・商品・体制の3
点の確立を図る。また，「日本一長い期間にわたり，様々な要請に応える品質及び品種別・サイズ別で生栗が提供できる生産」と
「域内への経済波及効果を高める商品（加工品，ツアー商品）展開」を目標とし，統一規格の浸透，笠間市に来なければ体験できな
い商品と全国に陳列する商品の双方の開発，それらを推進する体制を構築する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

茨城県笠間市 

日本一の栗の産地づくり推進事業 

事業背景・概要 

事業内容 

○栗拾い機開発 
  生産力（収穫）を高めていくための技術開発 
 
○栗品質管理等委託 
  栗の品質管理・貯蔵技術の研究及び栽培講習 
 
○栗加工品及び栗ツアー商品開発 
  加工品の開発及び栗に関するツアーの開催 
 
○栗のまち発信プロモーション活動 
  栗のまちを発信するための映像制作 
 
○栗産地強化支援事業 
  栗の苗木購入助成 
 
○栗栽培技術伝承 
  栽培，加工等の技術研修 
 
○備品の整備 
  貯蔵庫（貯蔵栗の拡大） 
  栗剥き機（生産力の向上） 
 
 

事業スキーム 

平成29年2月 事業総額：19,735千円 

平成28年度の基礎調査を基にした生産力の向上と販路
拡大及び栗のまちの発信拠点を中心とした情報発信 

・生産力の向上と，消費者ニーズに合う生栗の出荷体
制強化及び二次加工品の提供体制の強化 
・貯蔵栗の拡大に向けた備品の整備 
・消費者ニーズに合う加工品の開発 
・拠点を中心とした栗関係のツアー開催 
・映像による栗のまちＰＲ 

品質・生産性を高め，品質・商品・体制を確立する。 

生栗販売額，農業所得向上，及び栗農
家数，栗生産新規就農者数の増加 
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茨城県笠間市 

笠間市学力向上推進プロジェクト 

 未来を担う子供たちに，将来の夢や目標に向かって努力する力を育てるため，確かな学力を身に付けさせる指導を充実し，国際化
や時代の変化に対応した教育を推進する。 

事業目的（ねらい） 

事業内容 

○学力向上支援事業（45,523千円） 
 児童生徒の実態に応じたきめ細かな指導を行い，一人一人に確かな学力を
身につけさせるために，各小中学校に市雇用非常勤講師を配置し，複数教員
が役割を分担・協力し合いながら授業を展開することにより学力向上を図る。 
・複数教員によるチームティーチング授業 
・学習進度に合わせた習熟度別学習指導 
・特色ある学校づくりのための専門性を生かした指導 
 
○英語教育強化推進事業（45,612千円） 
  グローバル化に対応した英語教育の必要性から，幼小中高を通じた英語教
育の充実に向け，全ての小中学校において英語指導助手によるチームティー
チングによる授業を実施するとともに，英語コミュニケーション能力育成の
場の充実を図る。 
・英語指導助手の全小中学校への配置 
・小中学生及び教員対象の英語プログラムの開催 
・英語力向上検証のための英語検定試験の補助 
・英語教育アドバイザーによる英語授業力向上研修 
 
○寺子屋事業（6,689千円） 
 学校休業日に子どもたちの活動や学びの機会づくりとして，学力向上と学
習意欲の高揚を図るため，小学校５・６年生を対象に３地区の公民館を寺子
屋として，国語・算数・英語の学習を行う。 
 
○学校生活学習支援事業（1,344千円） 
 家庭の経済状況等により学習が遅れがちな中学生に対し，学びの場を提供
し学習支援を行う。 

事業スキーム 

確かな学力を育むための教育の充実 
   
  ○授業支援体制の充実 
  ○学力向上講座・場の提供 
  ○学習成果の活用支援 

笠間市学力向上推進プロジェクト 

教育委員会 

未来に羽ばたく力を育てる教育 

平成29年2月 事業総額：91,689千円 
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茨城県笠間市 

義務教育学校の特色ある教育推進プロジェクト【新規】 

○笠間市立みなみ学園義務教育学校が本年４月から開校します。開校に伴い，教科担任制の授業，英語教育や郷土教育など，特色あ
る教育を進める中で，新学習指導要領を見据えたICT教育環境の整備をモデル的に実施します。 

事業背景・概要 

事業内容 

 

○みなみ学園ICT事業（小学校）（ 19,039千円） 
 
○みなみ学園ICT事業（中学校）（ 18,609千円） 
   みなみ学園義務教育学校にタブレット端末，プロジェクタ等の整備を 

  行い，英語教育や郷土教育での活用のほか，授業でも日常的に活用する 
  ことで，情報発信力やプレゼンテーション能力を高めます。 
 
○特色ある教育課程の編成 
   小規模校のメリットである機動力を最大限に発揮し，校外学習や体験活 
 動などを重視した特色ある教育課程を編成します。 
 ６年生の教科担任制やＴＴ指導（※1）の導入及びＡＥＴ（※2）の効果的 
 活用により，英語力を中心に学力向上を図ることのできる教育課程を編成 
 します。 
（※１）ＴＴ指導：1時間の授業を2人の先生で行う指導 
（※２）ＡＥＴ：英語指導助手 
 
○学校・家庭・地域の連携 
    学校・家庭・地域の代表者で構成する「（仮称）学校運営検討委員会」 
  を設置し，毎年定期的かつ継続的に開催し，行事の実施方法等を含めた 
  学校運営全般について検討し，方向性等を決定していきます。 
 

事業スキーム 

平成29年2月 事業総額  37,648 千円 

義務教育学校の開校 

教科担任制の導入 

特色ある教育課程の編成 

「ひとりひとりのもちまえを伸ばし，
心豊かで活力に満ちたたくましい
児童生徒の育成」の推進 

ICT機器の整備 
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笠間城跡保存整備調査事業【拡充】 
 

 市指定史跡「笠間城跡」は，関東地方には珍しい石垣を備えた山城だが，これまでに本格的な調査が行われていなかった。平成23 

年度に「笠間城跡保存整備基礎調査」を行い，笠間城跡は国指定史跡に相当する貴重な文化財であるとの調査結果を得られたため，
平成25年度に笠間城跡調査指導委員会を設置し，笠間城跡の全容解明と史跡の保護に向けた調査を開始した。 
 

事業背景・概要 

事業内容 

○測量図化業務委託 
 航空写真及び航空レーダー測量より得られた成果を元に1/500の地形図を作成し
ます。 
 
○地中レーダー探査業務及び測量業務委託 
 笠間城本丸跡の地下の様子を探り，建物跡などの残存状況を把握し，今後の発掘
調査を効果的に行えるようにします。 
 
○文献調査 
 牧野家文書を中心とした古文書の調査を実施します。 
 
【図撮影業務委託】 
 笠間城に関わる絵図について撮影を実施し， 
デジタル化をして，調査等に活用します。 
 
○事業周知推進事業 
 笠間歴史フォーラム 
  （平成28年度調査事業報告及び歴史講演会） 
 
 
 
 
 

事業スキーム 

笠間城跡保存整備調査事業 

国指定の史跡化 

航空測量 

発掘調査 

文献調査 

平成29年2月 事業総額：15,444千円 

歴史フォーラム 

城跡の保存整備 
笠間城本丸跡(大土塁周辺) 
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歴史展示コーナー整備事業【拡充】 
 

 笠間の歴史に対する市民の理解を深め、郷土愛の醸成を図るため、旧井筒屋旅館の2階に歴史展示コーナーを整備する。 
市内にある歴史資料の活用を図るとともに、笠間市の観光の中心でもある笠間稲荷門前通りに位置する旧井筒屋旅館で笠
間の歴史を紹介することにより、新たな笠間の魅力を発信する拠点として整備する。 

事業背景・概要 

事業内容 

○展示パネル作成委託 
 ・笠間の歴史年表、笠間城絵図など笠間城に関する展示パネル作成 
 ・笠間城跡地形模型製作 
 
○展示ケース等整備 
 ・歴史資料展示ケースおよびパーテーション等の整備  

事業スキーム 

平成29年2月 総事業費：24,344千円 

旧井筒屋旅館 
 

歴史展示 
コーナー 
整備 

郷土愛
の醸成 

笠間の 
新たな 
魅力発信 

 
歴史 
資料の 
活用 

 
歴史展示コーナー（２階） 
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筑波海軍航空隊記念館整備事業【新規】 

 県立こころの医療センター内に残る筑波海軍航空隊司令部庁舎は，国内でも数少ない戦争遺産であり，館内には関係者からの貴重
な遺品や資料が多数展示されており，戦争や平和について考える場としての役割を担っている。しかし，旧司令部庁舎は昭和13年に
建設された建物で，耐震及び展示施設として建築基準法の基準を満たしていないことから，隣接する検査棟の改修を行い，新たな記
念館としての整備を行う。また，これまでに集まった貴重な資料の整理・分析を行うとともに，IT技術を活用して，映像パンフレッ
トやVR映像を作成し，更なる情報発信を行っていく。また，県内関連施設や市内観光施設の周遊ツアーの開発を行い，ネットワーク
の構築を図る。 

事業背景・概要 

事業内容 

○資料整理 
・筑波海軍航空隊に関する資料の収集 
・これまでの資料の整理・分析 
○展示企画・情報発信 
・VR映像制作 
・映像パンフレット制作 
○お土産品・ツアー開発 
・地場産品を活用した，お土産品の開発 
・県内関連施設周遊ツアーの開発 
・市内観光施設周遊ツアーの開発 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業スキーム 

平成29年2月 事業総額：15,450千円 

筑波海軍航空隊記念館整備事業 

資料整理 

展示機能強化 

情報発信 

お土産品・ツアー開発 

賑わいの創出・次世代への継承 
旧司令部庁舎 
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茨城県笠間市 

地域交流センターいわま運営事業 

 平成２４年度に笠間市駅周辺活性化プランにおいて、健康増進機能・観光拠点機能を有する施設の整備として位置づけられ、平成２５
年度には地域の関係団体やＮＰＯ団体の代表者、区長等の参加のもと、施設の機能や広さ、活動内容について市民会議を開催し、基本
設計を作成、平成２７年度に実施設計を作成し、平成２８、２９年度の２ヶ年において整備を行います。 
 平成２９年１２月にオープンを予定しており、市民の交流を促進し、地域の活性化、地域活動並びに健康増進の推進、観光拠点とし
ての機能を図るため、指定管理者による運営を行います。 

事業背景・概要 

事業内容 

 

【地域交流センター運営事業（岩間地区）】【新規】 
 

○運営場所 
 笠間市下郷4438番地7 
 

○施設概要 
 木造平屋建  延床面積 947.18㎡ 

 多目的ホール、会議室、談話室、健康ふれあいルーム、調理室等 
 駐車場 102台 
 
○施設の特徴  
 愛宕山観光ＰＲや展示販売コーナー、ハイキング・ウォーキング用 

 シャワールーム、屋外イベント用ステージ、健康器具・子供向け遊 
 具の設置 
○事業費 
 9,132千円 
 

○開館時期 
 平成29年12月（予定） 
 

○運営 
 指定管理者導入予定 
    

平成29年2月 事業総額：9,132千円 
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地域課題解決支援モデル事業【新規】 

  
 笠間市には，３００を超える行政区等（自治会）を中心に，子ども会育成会，高齢者クラブ，自主防災組織など多くの団体が，各
地域において活動している。また，特定非営利活動法人やボランティア団体など，それぞれの目的に応じた活動を展開しており，地
域振興の大きな力となっている。一方で，人口減少や少子化，高齢化といった人口構造が変化を続ける中では，地域づくりの担い手
の確保や各地域における自治会の規模の差など，持続性という観点での課題が発生している。 
 これらのことから，地域における人材の活躍を促進し，地域の維持，活性化を図るため，課題の把握から解決策まで地域自らが行
う連合体の支援を行うことにより，先駆的な地域組織モデルの構築を図る。 
   

事業背景・概要 

事業内容 

 
○地域組織への包括的支援の実施（1,000千円） 
 ・・・ 自治会などの地域の各種団体で組織する連合体（モ 
    デル組織）が実施する課題調査，人材発掘，課題解決 
    に向けた対策等に対して，包括的な支援を実施する。 
   
  【財政支援】 
    課題等の調査，把握，行動計画づくり，計画に基づき 
   実施する事業といった一連の活動に対し，財政支援（上 
   限50万円）を実施する。       
   
  【人的支援】 
      一連の活動をサポートしていくための有識者の地域へ 
   の派遣，必要に応じた民間企業等とのマッチング，市職 
   員による協力など切れ目のない人的な支援を実施する。 
 
 
 

全体像 

平成29年2月 総事業費： １，０００千円 

地域内事業所 

子ども会育成会 

高齢者クラブ 

自主防災組織 
消防団 

各種サークル 

行政区 
自治会 

NPO法人 

【イメージ】    

ボランティア団体 

【地域組織】    

笠間市 

大学 
有識者 
先進地等 

協力団体 
企業 等 

人的支援    
財政支援    

過程における課題等を共有 
モデル構築に向けて協働 
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茨城県笠間市 

笠間版CCRC（生涯活躍のまち）推進事業 

 社会減少及び高齢化が進む中でのまちづくりに資するため，高齢層だけではなく若年層にも，将来に向けて期待と安心を与える

「笠間暮らし」を提供するコミュニティ（笠間版CCRC）の形成に向けた取組みを推進する。 
 人口減少（平成27年社会増減率▲0.34％），高齢化（平成27年老年人口割合28.4％という現状を踏まえ，東京から約1時間で移動で
きる立地と広域交通環境，県立の病院（2箇所）と市立病院が立地し，かつ，100を超える介護関連事業所があるという安心できる医
療・福祉環境，年間約350万人が訪れる観光都市であるという豊富な文化・余暇施設といった強みを最大限に生かした取組みを進める。 
 平成23年度から調査・研究を進めてきた中で，平成29年度は，国の生涯活躍のまち構想を参酌しながら，構想実現に向けた最初の
コミュニティの形成を産学官連携により進める。  

事業背景・概要 

事業内容 

○先導するCCRCの形成推進（10,460千円） 
 充実した生活の条件整備等について，笠間市CCRC推進協議会による協議を
通して，具体化するとともに実施主体となる民間事業者等とのマッチングを
推進する。 
 
  学びと就労が連動する仕組み構築に向け，産学官及び地域連携による実践
的な学びの場の設定及び地域貢献や所得向上等に資する無理なく働く場（就
労及び地域活動）づくりを推進する。 
 
○移住・二地域居住戦略の構築 
 移住・二地域居住者の確保に向け，産学官連携により若年層を含めた来訪，
再来訪，短期滞在，二地域居住，移住の段階的で実効性のある移住等促進策
を構築する。 
 
○各種施策との連携 
 雇用や移住施策だけではなく，暮らす又は就労などの場ともなり得る空き
家・施設等の利活用策，ヘルスケア産業創出の種ともなり得る介護・健診
ネットワークを含めた地域包括ケア体制の整備などの施策と連携を強めた取
組みを推進する。 

全体像 

平成29年2月 事業総額：10,460千円 

【暮らす場所】 
笠間版ＣＣＲＣ 

【実践型「知」の創出】 
 教育機関・企業等連携 
 による実践型講座 

移住 
二地域居住    

○産学官地域連携による笠間暮らしの提案 
「楽しむ・学ぶ・働く」が循環する仕組みづくり 

参加 
相互交流   

市外・首都圏    市内・地域    

【ちょこっと就労・体験型の余暇】 
  地域課題解決ビジネス及び 
  体験型アクティビティの創出等 

16

http://www.google.co.jp/url?q=http://pixta.jp/illustration/2034592&sa=U&ei=_RDOUqiUBYfTkwXFvIHwAw&ved=0CEAQ9QEwCw&usg=AFQjCNFziyWdpUUtkvL5wE_ii3pb7NOBjQ


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

茨城県笠間市 

働き方改革推進事業 

○職員の働き方改革 
 限られた職員数，時間，予算の中で，人口減少・少子高齢化の一層の進行や，環境問題の顕在化，高度情報化社会の進展，安全・安
心に関する意識の高まりなど，刻々と変化する社会経済情勢に対応したサービスを市民に提供しなければなりません。そのためには，
職員のワーク・ライフ・バランスを推進し，健康保持や休暇取得の促進，職務意欲や公務能率等の向上に努め，すべての職員の個々の
能力を最大限に発揮させることが必要なため働き方改革に取り組みます。 

○女性の多様な働き方支援 
 女性の職業生活における多様な働き方を支援するとともに，女性管理職の育成，ワーク・ライフ・バランスの推進による女性が働き
やすい職場環境の構築により，その能力を最大限に発揮できる社会を目指した「女性の活躍推進」のための取組を進めます。 

事業背景・概要 

事業内容 

○働き方改革講演会の開催（597千円） 
 時間外勤務の削減，業務の効率化，休暇の取得促進，会議運
営の改善，ノー残業デーの完全実施に取り組んでいきます。そ
のためには，職員個々の意識改革も必要ですが，管理職のマネ
ジメント力を強化することが重要なことから，管理職を対象と
した研修会を開催する。 
 
○女性の活躍応援事業（728千円） 
 女性が社会のあらゆる分野で活躍できるよう，働き方改革を
進めるためのセミナー，復職支援のための研修会等を開催する。 
 
・職場における女性のキャリアアップや管理職の意識改革セミ 
  ナーの実施 
・職場等における女性リーダーの育成支援 
・子育て世代に向けた意識啓発講座の実施 
・有資格者の復職支援研修会の開催 
 
 
 

事業スキーム 

平成29年2月 事業総額：1,325千円 

市民サービスの向上 

・時間外勤務の削減 
・休暇取得の促進 
・職場環境の整備など 

職員の働き方改革 女性の多様な働き方支援 

・女性が働きやすい職場 
  づくりへの支援 
・女性管理職の育成 
・職場への復職支援など 

ワーク・ライフ・バランスの推進 

働きやすい職場環境を構築 

個々の能力が最大限に発揮できる職場環境の実現 

女性の活躍推進 
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茨城県笠間市 

ICT化推進事業（行政）（議会）事業 

【課題】 
・会議資料の作成・配布・差し替え等に要する膨大な業務量および経費等 
・会議資料のペーパーレス化（軽減） 
 
【タブレット端末の導入】 
 紙媒体による会議資料の軽減を図るため，タブレット端末を活用するもの。これを機に議会対応以外の庁内会議等にも活用の幅を
拡大し，タブレット端末を活用した紙資料の削減，さらには業務の省力化と効率化を図る。 

事業背景・概要 

事業内容 

○導入コスト 行政（4,357千円），議会（7,695千円） 
 
○タブレット端末を用いた議会審議 
 導入効果を高めるため，常任委員会，特別委員会，全員協議会についても
本会議同様，タブレット端末を活用する。 
 
○内部会議 
 行政側の内部会議（三役部長支所長会議および庁議等）でも活用する。  
 
○使用場所および管理保管 
 タブレット端末所有者（使用者）は，笠間市情報セキュリティポリシーを
遵守のうえ，自己責任において使用及び管理保管する。よって，自宅をはじ
め使用場所および管理保管の制限は一切設けないものとする。 
   
 ※議員・職員の遵守事項 
 ①笠間市情報セキュリティポリシー 
 ②（仮）タブレット端末運用基準 
 
 
 
 

事業スキーム 

平成29年2月 事業総額：12,052千円 

行政 議会 

本格実施（４月全協） 

試行期間（１１月～３月） 
全協および本会議（紙資料併用） 

操作研修・運用ルール作成（１０月） 

タブレット端末導入（９月） 

使用基準，使用範
囲の作成（４月～） 
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茨城県笠間市 

市民センターいわま大規模改修事業 

 岩間支所は平成7年に建築され築後21年を経過しており，内外装材の劣化・空調機器等の老朽化・交換部品の入手困難・ランニングコ
ストの増加等が発生し，施設管理に支障を来している。 
 これらの諸問題を解消するため，現況調査を実施し，劣化による危険箇所，施設運営上の支障箇所を確認した結果を基に大規模改修
を行う。 

事業背景・概要 

事業内容 
 

【市民センターいわま大規模改修事業】【拡充】 
 
○整備場所 
 笠間市下郷5140 
 
○施設概要 
 平成7年12月 
 庁舎 鉄骨鉄筋コンクリート(一部鉄筋コンクリート)造地上3階建  4,579.74㎡ 
 車庫兼書庫  鉄骨造  1,115.82㎡ 
 倉庫兼事務所 鉄骨造     230.58㎡ 
 
○総事業費 
 555,000千円    【平成29年度予算額 221,200千円】 
 
○事業期間 
 平成29年度～平成30年度（継続費） 
 
○改修内容 
 外構・外壁・各トイレ・照明器具(LED化)・空調設備更新・非常用電源            市民センターいわま 
 2階会議室及び3階公民館視聴覚室の設備及び音響施設・図書館等 
   

平成29年2月 事業総額：221,200千円 
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時習館200周年記念事業【新規】 
 

 笠間藩の学校「時習館」は2017年に創立から200周年を迎える。時習館は私塾の延長として始まったが、やがて武術・
医学を総合的に教える大きな藩校となり、地元で重要な役割を果たしていた。藩校跡は、現在では笠間小学校となり、教
育の場として受け継がれている。 
 時習館200周年を迎えることを記念して、時習館に関係する資料を収集・整理し、市民を始め多くの方に当時の藩校の
在り方や教え方を正しく理解していただき、その功績を正しく後世に伝えていくことを目的とし、笠間公民館を会場に特
別展を開催する。 
 また、2017年は小野友五郎生誕200周年の年でもあるので、関連した講演会等を開催する。 

事業背景・概要 

事業内容 

○資料収集及び文献整理（750千円） 
   展示する資料を所有者から借用したり、図録に掲載する原稿の執筆を    
  依頼するなど、市史研究員の協力のもと行う。 
 
○図録の作成（964千円） 
   特別展の展示解説や展示資料に加え、展示できなかった資料を掲載し 
  た図録を作成し販売する。 
 
○特別展の開催（100千円） 
   当時使用していた「時習館」額や， 
  時習館蔵和本（教科書）をはじめ，文献に 
  基づく資料のパネル展示等を予定 
。 
 
 
 
 
 

事業スキーム 

文献整理 資料収集 

平成29年2月 総事業費：1,814千円 

図録の作成 

特別展の開催 

特別展イメージ図 

時習館を 
  後世に伝え残す 
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   発展・拡充 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

茨城県笠間市 

いばらき伝統的工芸品産業推進事業（地方創生推進交付金）【新規】 

○茨城県の伝統的工芸品産業（笠間焼・結城紬・真壁石灯籠）の振興を図るため、県・笠間市・結城市・桜川市が連携し、茨城県伝
統的工芸品産地交流促進協議会を母体に、地域商社機能を持たせたプラットフォームを構築し、戦略的な市場開拓や新商品開発
等の活動を展開する。 
 
 
 

事業背景・概要 

事業内容 

○Ｈ２８年度 
 １．伝統的工芸品産業の現状分析・市場調査 
 ２．プラットフォーム機能の強化方策検討 
 ３．チャレンジ（試行）事業実施 
  ①東京における展示販売、商談、産地ＰＲ等の開催 
  ②都内の消費者・バイヤー・取扱店関係者を産地に招き、既存商品や新   
   商品開発に向けた意見交換会等を実施 
 
○Ｈ２９年度 
 １．産地戦略ビジョンの策定 
 ２．地域商社（協議会改組）検討・設立 
 
○Ｈ３０年度 
 １．事業実施（販路開拓（共同営業・共同受注活動）・新商品開発・人材 
   育成等）及び検証等 
 
 
 
 
 

事業イメージ 

平成29年2月 事業総額    ５，０００千円 

茨城県伝統的工芸品産地交流促進協議会 

○構成員 

産地組合（笠間焼・結城紬・真壁石材）、行政
（県・笠間市・結城市・桜川市）、産業支援機
関（県工業技術センター） 

○新たな事業展開案 
  共同営業・受注活動、新商品開発等 
○参画機関・人材の拡充案 
  デザイナー・バイヤー・地元金融業者等 

プラットフォーム機能の強化 

販売額の増加等 
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